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基 本 計 画

事 項 記 入 欄

フ リ ガ ナ クルメコウギョウダイガクダイガクイン

大 学 の 名 称 久留米工業大学大学院（Kurume Institute of Technology graduate school)

設 置 者 学校法人久留米工業大学

大 学 の 目 的
本学大学院は、学部における一般的並びに専門的な学識経験の基礎の上に、広い視野に立って精深
な学識を授け、専攻分野における研究能力または高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力
を養うことを目的とする。

新 設 学 部 等 の 目 的

本学は、社会のニーズを踏まえ、地元企業・自治体との連携による「地域課題解決型AI教育プログ
ラム」を令和2年度から工学部に全学導入し、令和5年度からは、大学院においても副専攻プログラ
ム「地域課題解決型高度AI教育プログラム」を導入し、AI・データサイエンスの知識・技術を修得
した高度情報専門人材の育成に向けて、カリキュラムの高度化を図った。その結果、令和3年度以
降、本学大学院電子情報システム工学専攻は入学希望者が定員を上回っており、次年度以降も電子
情報システム工学専攻への入学希望者が増加することが見込まれているため、地域のニーズを踏ま
えた高度情報専門人材養成を使命として、入学定員20名、収容定員40名へと定員の変更を行いた
い。

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

電子情報ｼｽﾃﾑ
工学専攻
(Major in Electronic
Information Systems
Engineering)

学位 学位の分野
開設時期及
び開設年次

所在地

工学研究科
(Graduate School of
Engineering)

修士(工学)
【Master of
Engineering

】

　　年 月
第　年次

令和7年
4月

第1年次

工学関係

年 人 年次
人

人

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義 演習

2 20
(10)

- 40
(20)

計

実験・実習 計

同一設置者内における変
更 状 況
（ 定 員 の 移 行 ，
名 称 の 変 更 等 ）

〇入学定員を変更する場合
　工学研究科
  電子情報システム工学専攻［定員増］　　（10）（令和7年4月）

学部等の名称
基幹教員

助手
基幹教員以外の
教 員
（助手を除く）教授 准教授 講師 助教 計

電子情報システム工学専攻
7人 7人 0人 1人

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

小計（ａ～ｂ）
- -

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

- - - -

（-） （-）

計（ａ～ｄ）
- - - -

（-） （-）

0人 0人

(7) (7) (0) (1) (15) （0） (0)

（-） （-）

15人

（-） （-） （-） （-） （-）

- - - -

（-） （-）

（-） （-）

-

- - -

-

（-） （-） （-）

-

（-） （-） （-） （-） （-）

（-）

（-）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

- - - - -

（-） （-） （-）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

- - - - -

（-） （-）

計
7 7 0 1 15 0 0

(7) （7） （0） （1） （15） （0） （0）

福岡県久留米市
上津町2228-66

新

設

分
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16 0 0

（10） （6） （0） （0） （16） （0）

10 6 0 0

（0）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

- - - - -

（-） （-） （-） （-） （-）

（-）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

- - - - -

（-） （-） （-）

エネルギーシステム工学専攻

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

小計（ａ～ｂ）
- -

（-） （-） （-） （-） （-）

- - - -

- - -

（-） （-） （-） （-） （-）

-

- - - - -

（-） （-） （-） （-）

（-） （-）

計（ａ～ｄ）
- - - - -

（-） （-） （-） （-） （-）

5 3 0 0 8 0 0

（5） （3） （0） （0） （8） （0） （0）

（-） （-） （-） （-） （-）

-

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

- - - -

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

- - - -

（-） （-） （-） （-） （-）

-

（-）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

- - - - -

（-） （-） （-）

小計（ａ～ｂ）
- - - - -

（-） （-） （-） （-）

（-） （-）

- - - - -

（-） （-） （-） （-） （-）

- - - - -

（-） （-） （-） （-） （-）

0 0

（15） （9） （0） （0） （0） （0） （0）

15 9 0 0 0

0 0

（22） （16） （0） （1） （39） （0） （0）

22 16 0 1 39

専　　属 その他 計

事 務 職 員
29人 20人 49人

（29）

図 書 館 職 員
1 2 3

（1） （2） （3）

（20） （49）

技 術 職 員
5 0 5

（5） （0） （5）

指 導 補 助 者
0 0 0

（0） （0） （0）

そ の 他 の 職 員
0 1 1

（0） （1） （1）

35 23

（35） （23） （58）

0㎡ 112,387㎡

校

地

等

区 分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

29,883㎡

58

112,387㎡

合 計 112,387㎡ 0㎡

校 舎 敷 地 82,504㎡ 0㎡ 0㎡ 82,504㎡

そ の 他 29,883㎡ 0㎡ 0㎡

0㎡ 0㎡ 112,387㎡

（112,387㎡） （0㎡） （0㎡） （112,387㎡）

校 舎

専　　用

標本

教 室 ・ 教 員 研 究 室 教 室 教 員 研 究 室

図書 学術雑誌 機械・器具

共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

㎡ ㎡ ㎡

計

図
書
・
設
備

新設学部等の名称 〔うち外国書〕 電子図書 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 〔うち外国書〕 種 〔うち外国書〕 点 点

スポーツ施設等
スポーツ施設 講堂 厚生補導施設

計

職 種

計

合 計

既

設

分

計（ａ～ｄ）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

モビリティシステム工学専攻

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）
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令和5年度入学
定員減（10人）

令和5年度入学
定員増（10人）

令和6年度入学
定員増（5人）

私立大学等経常費補助金、資産運用収入、雑収入　等

教員１人当り研究費等 1,699千円 1,699千円経費
の見
積り
及び
維持
方法
の概
要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度

2,200千円

共同研究費等 4,400千円 4,400千円

第１年次 第２年次

設 備 購 入 費 286,746千円 286,746千円 286,746千円

２　「新設分」及び「既設分」の備考の「大学設置基準別表第一イ」については、専門職大学にあっては「専門職大学設置基準別表第一イ」、短期大学にあっ
ては「短期大学設置基準別表第一イ」，専門職短期大学にあっては「専門職短期大学設置基準別表第一イ」にそれぞれ読み替えて作成
　すること。

３「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

４　私立の大学の学部又は短期大学の学科の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「教室・教員研究室」，「図書・　設
備」及び「スポーツ施設等」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

10

5

-

-

（注）

１　共同学科の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「新設分」の欄に記入せず，
斜線を引くこと。

15

10

附属施設の概要

名    称：学術情報センター（図書館・情報館）
目    的：学術情報センターは、図書、雑誌等の情報提供を行う図書館機能と

情報教育をサポートする情報処理・情報通信機能を併せ持ち、本学
における教育・研究活動を支援することを目的とする。

所 在 地：福岡県久留米市上津町2228-66
設置年月：平成26年4月
規    模：2,126.48㎡（1,271.68㎡・854.8㎡）

名    称：インテリジェント・モビリティ研究所
目    的：インテリジェント・モビリティ研究の推進を図るとともに、その研

究成果を社会に貢献することを目的とする。
所 在 地：福岡県久留米市上津町2228-66
設置年月：平成27年12月
規    模：796.30㎡

名    称：航空宇宙実習棟（AEC:Aerospace Education Center）
目    的：「先端交通機械」「航空宇宙開発」「航空機整備」の高度な先端情

報技術や航空宇宙工学を学ぶことを目的とした教育施設。
所 在 地：福岡県久留米市上津町2228-66
設置年月：平成31年3月
規    模：976.25㎡

名    称：AI応用研究所
目    的：AI技術による地域産業の課題解決やAI技術者の育成を目的とする。
所 在 地：福岡県久留米市上津町2228-66
設置年月：令和2年4月
規    模：86.28㎡

同上1.17

1.60

1.06

0.90

工学部

既
設
大
学
等
の
状
況

大 学 等 の 名 称 久留米工業大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

 機械システム工学科

 交通機械工学科

 建築・設備工学科

 情報ネットワーク工学科

倍

エネルギーシステム
工学専攻

 電子情報システム
 工学専攻

モビリティシステム
工学専攻

2007年

1995年

1995年

2007年

修士（工学）

0千円 0千円

収 容 定 員
充 足 率

修士（工学）

1976年

1976年

1976年

1985年

開設
年度

学士（工学）

学士（工学）

学士（工学）

学士（工学）

学士（工学）

820千円

人

0.97
≪0.93≫

50

60

80

90

40

修士（工学）

930千円

所　在　地

人 年次
人

348

160

10

学生１人当り
納付金

第３年次 第４年次

福岡県久留米市
上津町2228-66

図 書 購 入 費

5

0.97
≪0.94≫

3年次
4

3年次
8

3年次
4

3年次
4

3年次
-

-

208

276

328

0.74
≪0.72≫

1.03
≪0.99≫

1.10
≪1.07≫

0.93

4

4

4

4

4

2

2

2

 教育創造工学科

大学院

年

2,200千円

学生納付金以外の維持方法の概要

収容
定員

学位又
は称号

図書費には
電子書籍を
含む

第５年次 第６年次

0千円 0千円

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次第１年次 第２年次

2,200千円
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６　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

７　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

５　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室・教員研究室」，「図書・設備」，「スポーツ
施設等」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。
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入学 収容 入学 収容

定員 定員 定員 定員

工学研究科 工学研究科

エネルギーシステム工学専攻 5 - 10 エネルギーシステム工学専攻 5 - 10

電子情報システム工学専攻 10 - 20 電子情報システム工学専攻 20 - 40 定員変更（10）

モビリティシステム工学専攻 5 - 10 モビリティシステム工学専攻 5 - 10

計 20 - 40 計 30 - 60

久留米工業大学大学院 久留米工業大学大学院

学校法人久留米工業大学　設置認可等に関わる組織の移行表

令和6年度
編入学

令和7年度
編入学

変更の事由
定員 定員
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（１）学則案の全文
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〇久留米工業大学大学院学則 （平成 7年 3月 16日制定） 

第 １ 章 総 則 

（趣旨） 

第１条 この学則は、久留米工業大学学則（以下「学則」という。）第 3条の 3により、久

留米工業大学大学院（以下「本学大学院」という。）に関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

（大学院目的） 

第２条 本学大学院は、学部における一般的並びに専門的な学識経験の基礎の上に、広い

視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する

職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。 

（認証評価） 

第３条 認証評価については、学則第２条の規定を準用する。 

第 ２ 章  研究科・専攻・収容定員及び修業年限 

（研究科） 

第４条 本学大学院に工学研究科を置く。 

（課程） 

第５条 工学研究科に修士課程を置く。 

（専攻） 

第６条 工学研究科に次の専攻を置く。 

エネルギーシステム工学専攻

電子情報システム工学専攻

モビリティシステム工学専攻

（人材養成の目的） 

第６条の２ 各専攻の人材養成の目的は、次のとおりとする。 

（1）エネルギーシステム工学専攻は、エネルギー資源開発、エネルギー変換技術、新エネ

ルギー、省エネルギー技術、建築環境工学、建築環境計画、サステナブル建築構造、リサ

イクル技術における研究能力、又はエネルギー総合システム技術を有する高度専門技術者

を育成することを目的とする。

（2）電子情報システム工学専攻は、電子回路・知能制御工学、情報・計算機システム工学

に関わる研究、開発、設計及び生産技術などに対応できる高度電子情報専門技術者を育成

することを目的とする。

（3）モビリティシステム工学専攻は、先進自動車技術、電子制御技術等に関わる研究、開

発、設計及び生産技術などに対応できる高度自動車専門技術者を育成することを目的とす

る。

（入学定員及び収容定員） 

第７条  工学研究科の収容定員は、次のとおりとする。 

専 攻 入学定員 収容定員 

エネルギーシステム工学専攻 5 10 

電子情報システム工学専攻 20 40 

モビリティシステム工学専攻 5 10 

計 30 60 

（修業年限） 

第８条  修士課程の修業年限は、2年とする。 
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２ 修士課程に 4年を超えて在学することはできない。 

３ 学長は、学生が職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一定の期間に

わたり計画的に教育課程を履修し修了することを希望する旨を申し出たときは、その計画

的な履修を認めることができる。 

第 ３ 章  学年、学期及び休業日 

（学年、学期及び休業日） 

第９条  学年、学期及び休業日については、学則第 5条、第 6条、第 7条及び第 8条の規定

を準用する。 

第 ４ 章  教 育 課 程

（教育課程） 

第１０条 本学大学院は、その教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設すると

ともに学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し、

体系的に教育課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、本学大学院は、専攻分野に関する高度の専門的知識及び

能力を修得させるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう適

切に配慮するものとする。 

３ 本学大学院において開設する、専攻別授業科目及び単位数は、学長が定める。 

４ 履修の方法については、本学大学院学則に定めるものの他、学長が定める。 

（単位） 

第１１条 単位については、学則第 13条第 1項、第 2項の規定を準用する。 

（他の大学院における授業科目の履修等） 

第１２条 教育上有益と認めるときは、他の大学院（外国の大学院を含む。）との協議によ

り、学生に当該大学院の授業科目を履修させることができる。 

２ 前項の規定により修得した単位は、15単位を超えない範囲で本学大学院で修得したもの

とみなすことができる。 

（入学前の既修得単位の認定） 

第１２条の２ 本学大学院において教育上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学す

る前に本学大学院及び他の大学院において履修した授業科目について修得した単位（科目

等履修生として修得した単位を含む。）を、15単位を超えない範囲で本学大学院に入学し

た後の本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

（単位認定の上限） 

第１２条の３ 第 12条及び第 12条の 2の規定により本学大学院で修得したものとみなすこ

とができる単位は、両者合わせて 20単位を超えないものとする。 

（大学院における在学期間の短縮） 

第１２条の４ 第 12条の 2の規定により本学大学院に入学する前に修得したものとみなす

場合であって、当該単位の修得により本学大学院の教育課程の一部を履修したと認めると

きは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して、1年を超えない範囲で本学

大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。ただし、この場合においても、

少なくとも 1年以上在学するものとする。 

第 ５ 章  課程の修了及び学位の授与

（単位の認定、試験の時期及び学修の評価） 

第１３条 単位の認定、試験の時期及び学修の評価については、学則第 14条、第 15条及び

第 16条の規定を準用する。 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 
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第１３条の２ 本学大学院は、授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的 

な研修及び研究を実施するものとする。 

２ 教育内容等の改善のための組織的な研修等について必要な事項は、別に定める。 

（成績評価基準等の明示等） 

第１３条の３ 本学大学院は、学生に対して、授業、研究指導の方法及び内容に 1年間の授

業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっては、客観性及び厳格性

を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にした

がって適切に行うものとする。 

（課程の修了） 

第１４条 修士課程の修了は、研究科に 2年以上在学し、30単位以上修得し、かつ、必要な

研究指導を受け、次の要件に合格しなければならない。ただし、在学期間に関しては、

特に優れた業績を上げた者については、当該課程に 1年以上在学すれば足りるものとす

る。 

エネルギーシステム工学専攻 

   修士論文の審査及び最終試験に合格すること 

電子情報システム工学専攻 

   修士論文の審査及び最終試験に合格すること 

モビリティシステム工学専攻 

   修士論文又は課題研究等の審査及び最終試験に合格すること 

２ 第 12条の 4及び第 14条に定める在学期間が 1年以上 2年未満で修了する場合の履修に 

 ついては、修士論文審査を含め総合的に判断する。 

３ 修士課程修了の認定は、研究科委員会の意見を聴き学長が行う。 

（学位及び学位の授与） 

第１５条 学位は、「修士（工学）」とする。 

２ 修士課程修了の認定をした者については、学長は学位（別表１）を授与する。 

 

第 ６ 章  免許及び資格等 
 

（資格の取得） 

第１６条 高等学校教諭 1種免許状授与の所要資格を有する者で、当該免許教科に係る高等

学校教諭専修免許状の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法及び教育職員

免許法施行規則に定める所要の単位を取得しなければならない。 

 

第 ７ 章  入学、転入学、再入学、転専攻、転学、休学、退学 

       復学及び除籍 
 

（入学の時期） 

第１７条 本学大学院の入学期は、毎学年始めとする。 

２ 特別の必要があり、教育上支障がないときは、入学の時期を学期の始めとすることがで

きる。 

（入学資格） 

第１８条 本学大学院に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当しなければ

ならない。 

(1)  大学を卒業した者 

(2)  外国において、学校教育における 16年の課程を修了した者 

(3)  文部科学大臣の指定した者 

(4)  大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

（入学出願手続） 

第１９条 入学出願手続については、学則第 24条の規定を準用する。 
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（選考） 

第２０条 入学志願者に対しては、選考を行う。 

２ 選考の方法については、研究科委員会の意見を聴き学長が定める。 

（入学手続） 

第２１条 入学手続については、学則第 28条の規定を準用する。 

（転入学及び再入学） 

第２２条 転入学及び再入学については、学則第 25条の２及び第 26条の規定を準用する。 

（転専攻） 

第２３条 入学後の転専攻は認めない。 

（外国人留学生） 

第２４条 外国人留学生については、学則第 27条の規定を準用する。 

（転学） 

第２５条 転学については、学則第 31条の規定を準用する。 

（退学及び復学） 

第２６条 退学及び復学については、学則第 30条、第 30 条の２、第 30 条の３、第 52 条及

び第 34 条の規定を準用する。 

（休学） 

第２７条 休学については、学則第 32条の規定を準用する。 

（休学期間） 

第２８条 休学期間は、通算して 2年を超えることができない。 

２ 休学の期間は在学年数に通算しない。 

（除籍） 

第２９条 除籍については、学則第 35条の規定を準用する。 
 

第 ８ 章  入学検定料、入学料、授業料及びその他の費用 
 

（入学検定料） 

第３０条 入学検定料の額は、別表 2のとおりとする。 

（入学料、授業料及びその他の費用） 

第３１条 入学料、授業料及びその他の費用は、別表 3-1のとおりとし、納入方法等につい

ては、学則第 36条、第 37条及び第 39条の規定を準用する。 

２ 長期履修学生の授業料等納入金の年額は、別表 3-2のとおりとする。 

（退学等の場合の授業料） 

第３２条 退学等の場合の授業料については、学則第 38条の規定を準用する。 

（授業料等納入金の返納） 

第３３条 授業料等納入金の返納については、学則第 40条の規定を準用する。 

 

第 ９ 章  教員組織及び運営組織 
 

（教員組織） 

第３４条 本学大学院には、その教育研究上の目的を達成するため、必要な教員を置くもの

とする。 

２ 本学大学院は、教員の適切な役割分担及び連携体制を確保し、組織的な教育を実施する

ものとする。 

３ 本学大学院における授業科目及び研究指導は、本学大学院の指導教員が担当する。ただ

し授業科目においては、本学大学院の担当教員が担当することができる。 

４ 本学大学院の指導教員及び担当教員は本学の教授のうちから、所定の資格基準に基づき

理事長がこれを任命する。ただし必要があるときは、他大学の教員及び本学の准教授又は

専攻分野について特に優れた知識及び実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有す

る者をこれに充てることができる。 
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５ 前項の教員の資格基準等必要な事項については、学長が定める。 

（研究科長） 

第３５条 研究科に研究科長を置き、学長をもって充てる。 

（運営組織） 

第３６条 本学大学院の教学に関する重要事項を審議するため研究科委員会を置く。 

２ 研究科委員会は本学大学院の研究科長及び指導教員をもって組織し、必要に応じて担当

教員を加えることができる。 

３ 研究科委員会の運営については、学長が定める。 

（研究科委員会の審議事項） 

第３７条 研究科委員会の審議事項は、学長が定める。 

 

第 １０ 章  研究生、科目等履修生 
 

（研究生及び科目等履修生） 

第３８条 本学大学院における研究生については、学則第 44 条の規定を準用する。 

２ 本学大学院における科目等履修生について、次の各号のいずれかに該当する者で本学大

学院の 1又は複数の授業科目の履修を願い出るものがあるときは、本学大学院学生の学修

に支障がないと認めた場合に限り、選考の上、科目等履修生として入学を許可することが

ある。 

(1)  学士、修士の学位を有する者 

(2)  志望授業科目を学修するに十分な学力があると認められた者 

３ 科目等履修生に対しては、単位を与えることができるものとし、単位の認定については、

大学院学則第 13 条の規定を準用する。 

４ 科目等履修生についての必要な事項は、別に定める。 

 

第 １１ 章  賞    罰 
 

（賞  罰） 

第３９条 賞罰については、学則第 50 条、第 51 条及び第 52 条の規定を準用する。 

 

第 １２ 章  補    則 
 

（学則の準用） 

第４０条 この大学院学則に定めるもののほか、本学大学院に関し必要な事項は、学則を準

用し、学則中「教授会」とあるのは、「研究科委員会」と、「学科長会議」とあるのは、

「研究科運営委員会」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 7年 3月 16日から施行する。 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 9年 4月 1日から施行する。 

（科目の分割及び科目名の変更） 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 10年 4月 1日から施行する。 

（授業科目の改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 14年 4月 1日から施行する。 

（授業科目及び研究科委員会の審議事項を削除する改正） 
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附 則 

この大学院学則は、平成 17年 4月 1日から施行する。 

（認証評価制度の一部改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 17年 12月 1日から施行する。 

（大学担当理事である学長への委任事項を明確にするための改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

（自動車システム工学専攻設置に伴う改正） 

（教員組織の整備に伴う改正） 

 

  附 則 

この大学院学則は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

（大学院設置基準の一部改正に伴う改正） 

 

  附 則 

この大学院学則は、平成 27年 5月 27日から施行する。ただし、学校教育法の改正に伴う改

正については、平成 27年 4月 1日から適用する。 

（学校教育法の一部改正に伴う改正、インターネット出願導入に伴う入学検定料の改正） 

 

附 則 

１ この大学院学則は、平成 29年 4月 1日から施行する。 

２ 改正後の大学院学則第 7条の規定は、平成 30年度入学者から適用し、平成 29年度まで

の入学者については、従前の例による。 

（自動車システム工学専攻の一級自動車整備士養成の教育課程及び一級自動車整備士養成施

設を廃止することに伴う改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 29年 5月 26日から施行し、平成 29年 4月 1日から適用する。 

（長期履修制度制定に伴う所要の改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

（長期履修学生の授業料等納入金を明確にするための改正） 

 

  附 則 

この大学院学則は、令和 2年 5月 22 日から施行する。 

（条数の改正及び字句等の整備） 

 

附 則 

この大学院学則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

（リカレント教育の推進及び早期修了制度の導入に伴う改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

（工学研究科の専攻名変更に伴う改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、令和 5年 4月 1日から施行する。 
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（科目等履修生の受講要件変更に伴う改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

（入学検定料、入学料、授業料及びその他の費用の改正） 

（電子情報システム工学専攻の入学定員及び収容定員の改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、令和 6年 4月 1日から施行する。ただし、第７条の規定並びに第３１条

に規定される別表３－１及び別表３－２は、令和 7年 4月 1日から施行する。 

（人材養成の目的の改正） 

（電子情報システム工学専攻の入学定員及び収容定員の改正） 

（入学検定料、入学料、授業料及びその他の費用の改正） 
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別表１ 

                              （大学院） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

大修第   号  

 

学     位     記 
 

 

 

氏名 

年  月  日生 

 

 

 

 

   本学大学院工学研究科○○専攻の修士課程を修了した 

 

  ので修士（工学）の学位を授与する 

 

 

 

   年  月  日 

 

 

 

 

 

久留米工業大学長 

 

         印 

 
大学印 

サイズ：横 27cm、縦 39cm 
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別表２ 

 入学検定料 

出   願   方   法 適 用 該 当 者 検 定 料 

入学願書による出願 
第 18条第 1項第 1号から第 4号 

30,000円 

インターネット（Web）による出願 28,000円 

備考 本学卒業生の検定料は 10,000円とする。 

 

 

別表３－１ 

 入学料・授業料・実験実習費及び教育充実費の年額 

専   攻   名 入 学 料 授 業 料 実験実習費 教育充実費 

エネルギーシステム工学 

電子情報システム工学 

モビリティシステム工学 

110,000円 600,000円 120,000円 100,000円 

備考 本学卒業生の入学料は免除する。 

 

 

別表３－２ 

 長期履修学生の入学料・授業料・実験実習費及び教育充実費の年額 

履修期間 年   次 入 学 料 授 業 料 実験実習費 教育充実費 

３年 
初 年 次 110,000円 400,000円 80,000円 68,000円 

２、３年次 ― 400,000円 80,000円 66,000円 

４年 
初 年 次 110,000円 300,000円 60,000円 50,000円 

２、３、４年次 ― 300,000円 60,000円 50,000円 

備考 本学卒業生の入学料は免除する。 
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（２）変更事項を記載した書類 

（変更の事由及び変更点を 

簡潔にまとめたもの） 
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久留米工業大学大学院学則の一部改正について（案） 

 

 

 
久留米工業大学大学院学則の一部を次のように改正する。 

 

 

改正理由 

      電子情報システム工学専攻において、AI・データサイエンスの知識・技術を修得した高度 

     情報専門人材の育成に向けて、カリキュラムの高度化を図った結果、入学希望者が定員を 

上回ってきたため、収容定員を改正する。 

 

改正事項 

      別紙、新旧対照表のとおり 

 

 

附   則 

      この学則は、令和７年 4月 1日から施行する。 
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（３）変更部分の新旧対照表 
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新旧対照表 

新 旧 

第 1条～第 6条 （略） 

 

（収容定員） 

第 7条  工学研究科の収容定員は、次のとお

りとする。 

 

第 8条～第 40条 （略） 

 

 

   附 則 

  この学則は、令和７年 4月 1日から施行す

る。 

 

専    攻 入学定

員 

収容定

員 

エネルギーシステム工学専攻 5 10 

電子情報システム工学専攻 20 40 

モビリティシステム工学専攻 5 10 

計 30 60 

第 1条～第 6条 （略） 

 

（収容定員） 

第 7条  工学研究科の収容定員は、次のとお

りとする。 

 

第 8条～第 40条 （略） 

 

 

 

 

 

専    攻 入学定

員 

収容定

員 

エネルギーシステム工学専攻 5 10 

電子情報システム工学専攻 10 20 

モビリティシステム工学専攻 5 10 

計 20 40 
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ア. 学則変更（収容定員変更）の内容

  令和 7（2025）年度から、下記 表 1のとおり収容定員の変更を行う。 

  具体的には、電子情報システム工学専攻の入学定員を 10名増やし、収容定員を 40 

 名とする。 

表１．変更を行う専攻の入学定員及び収容定員 

専攻名 

現 行 令和７年度 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ工学専攻 5 10 5 10 

電子情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 10 20 20 40 

ﾓﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑ工学専攻 5 10 5 10 

計 20 40 30 60 

※変更する定員に下線
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イ. 学則変更（収容定員変更）の必要性 

  我が国においては、コロナ禍が発端となり、DX化が急激に進むとともに AIの急速 

 な発展に伴い、様々な問題をデジタル分野の知識・技術を適切に活用して解決できる 

 高度情報専門人材が求められている。様々な調査の結果、IT人材が不足し、AI等を 

 使いこなせる高度情報専門人材の育成が急務であることは言うまでもない。 

  最近では、令和 3（2021）年３月に公表された株式会社野村総合研究所の「データ 

 駆動型社会の実現に向けた高度情報専門人材に関する調査研究－最終報告書－」【資 

料 1】によると多くの企業においてデータサイエンスの知見を有する高度情報専門人 

材に対する需要が高まっており、その実践的な知見を企業活動に反映させ即戦力とし 

て活躍することが求められているとのことである。 

 また、「AI戦略 2022」【資料 2】では、日本の AI技術力を支える人材の育成が重要 

な目標として位置づけられていることから高度情報専門人材に対するニーズは今後 

一層高まっていくものと考えられる。 

 このような社会的動向の中、電子情報システム工学専攻は AI戦略 2019をベースに   

九州地区の AI人材の量的・質的な充足にスピード感をもって貢献するため令和 7 

（2025）年までに、学部（応用基礎レベル）、大学院（エキスパート）で人材輩出を一 

 貫して行う構想である。 

  また、教育内容において、電子情報システム工学専攻は、AI分野の副専攻プログラ 

 ム「地域課題解決型高度 AI教育」を開設しており、競合校には設けられていないこ 

 とから高度情報専門分野に相応しい教育を大学院生に提供出来るということに優位 

 性を感じている。 

  さらに、電子情報システム工学専攻の過去５年間の収容定員充足率は、令和 2（2020） 

 年度 50％、令和 3（2021）年度 70％、令和 4（2022）年度 110％、令和 5（2023）年 

 度 100％と上昇傾向で推移し、令和 6（2024）年度には入学定員 10名増に対して入学 

 者 11名と入学定員を充足した。 

   こうした状況を踏まえ、入学定員の見直しを行った結果、収容定員の変更を行う 

必要性があると判断した。 
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ウ. 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 

 

(ア) 教育課程の変更内容について 

 課程の変更は行わないが、前年度に引き続き人材育成で交差する領域の理解を 

深めながら、AIやデータ分析の応用技術により地域企業・自治体等のビックデー

タから課題を発見し、地域社会の課題解決に挑む AI・DA の高度情報専門人材を

育成することを学修目標に掲げている。 

 さらに、AI・DA 科目群を整備し、副専攻プログラム「地域課題解決型高度 AI

教育」を強化すること等の教育内容を中心とした課題の発見から解決・表現・実

装までのデザイン思考を修得できる体系的教育カリキュラムを構築し、大学院生 

に具体的な実務課題解決に取り組ませる。 

 以上により、定員変更前の教育課程と比較して同等以上の内容が担保されてい

ると判断する。 

 

(イ) 教育方法及び履修指導方法の変更内容について 

 今回の学則変更で、前回より大きな変更はないが企業等のニーズも踏まえた高

度情報人材の継続的な輩出を可能にすべく理論の学修とともに実践的な教育と

社会課題解決に向けたものとして「高度 AI コーオプ実践Ⅰ～Ⅳ（企業・自治体

との連携による地域課題解決型 PBL）」を令和 6（2024）年度から開始した。これ

は、大学院でも学部同様に企業・自治体等と連携したアクティブラーニングに注

力したものと言える。 

 以上により、定員変更前の教育方法及び履修指導方法と比較して、同等以上の 

内容が担保されていると判断する。 

 

(ウ) 教員組織の変更内容について 

 現在、電子情報システム工学専攻には 15 名の教員が配置されてあり、このう

ち修士研究指導教員は、10名である。 

 さらに、AI・DS・DAなどの技術分野を専門とする教員を新規で 3名公募してい

るところである。 

 また、ST比は学則変更後で 3名程度となり、手厚い研究指導を行うことが可能

である。 

 以上により、定員変更前と比較して同等以上の教員組織が担保されている判断

する。 

 

(エ) 大学全体の施設・設備の変更内容について 

     大学全体の施設設備については、今現在でも大学院生用自習室として余裕が 
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ある既存の施設・設備の活用により、専攻の他の大学院生と同等の施設・設備環 

境を提供しており問題はない。 

また、令和 7（2025）年度から新棟が供用開始予定であり、学修スペースの拡 

大が見込まれている。 

以上により、変更前と同等の施設・設備環境を維持出来ると判断する。 
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（１）新設組織の概要

①新設組織の概要（名称，入学定員（編入学定員），収容定員，所在地）

組織 入学定員 収容定員 所在地 

久留米工業大学大学院 

工学研究科 

電子情報システム工学専攻 

20 40 
福岡県久留米市 

上津町 2228 の 66 番地 

②新設組織の特色

〇 養成する人材像と学位授与方針について 

電子情報システム工学専攻では、電子回路・知能制御工学、情報・計算機システム工学に

関わる研究、開発、設計及び生産技術などに対応できる高度電子情報専門技術者を育成する。 

修士の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）は、(1)電子・情報工学分野における高度

な専門知識と問題・課題発見能力および解決能力を身に付けている。(2)研究者や技術者に

必要な倫理観と国際性を備え、協働して社会の課題に取り組める。(3)論理的な記述、プレ

ゼンテーション、コミュニケーションによりチームで仕事ができる。(4)電子・情報工学分

野においてリーダーシップを取り、指導的役割を担える、としている。 

〇 当該専攻の特色について 

電子情報システム工学専攻は、AI 戦略 2019 をベースに九州地区の AI 人材の量的・質的

な充足にスピード感をもって貢献するため、令和７（2025）年までに学部（応用基礎レベ

ル）、大学院（エキスパート）で人材輩出を一貫して行う構想であり、当該専攻の定員増は、

学科の定員増とともに練られた一体的な計画である。 

電子・情報工学およびデジタル分野における人材育成で交差する領域の理解を深めなが

ら、新たに「AI（Artificial Intelligence）やデータ分析（DA: Data Analytics）の応用技術に

より地域企業・自治体等のビッグデータから課題を発見し、地域社会の課題解決に挑む AI・

DA の高度情報専門人材を育成する」ことを教育内容に取り入れる。本学 AI 応用研究所に

寄せられた企業課題の解決に取組む PBL（Project Based Learning）をコアとし、「地域課題

解決型高度 AI 教育プログラム特別講義」「データサイエンス特論」「統計分析特論」「ビッグ

データ応用特論」などの AI・DA 科目群を整備し、副専攻プログラム「地域課題解決型高度

AI 教育」を更に強化する。これらの教育内容を中心とした課題の発見から解決、表現、実

装までのデザイン思考を修得できる体系的教育カリキュラムを構築し、大学院生に具体的

な実務課題の解決に取組ませることで、企業等のニーズを踏まえた高度情報専門人材を継

続的に輩出する。 

教育・研究の特徴として、理論の学修とともに実践的な教育と社会課題解決に向けた研究
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を両輪とするべく、その主たる方法として「高度 AI コーオプ実践Ⅰ～Ⅳ（企業・自治体と

の連携による地域課題解決型 PBL）」を令和 6(2024)年度から開始した。これは学部から継

続して大学院でも企業・自治体等と連携したアクティブラーニングに注力し、企業や地域の

実課題・実データに対して教育・研究を実践するための科目群である。 

また、喫緊の課題である在職社会人のリカレント・リスキリング教育の充実を図るべく、

地域企業に就職した卒業生等が大学院で当該企業の課題解決に取組む社会人大学院制度を

産学連携で設けるなどの構想を有している。 

令和 5(2023)年度からは、大学院進学希望の 4 年生を対象に早期高度情報専門教育のた

めの「大学院科目等履修生制度」を設け、大学院副専攻プログラム「地域課題解決型高度 
AI 教育プログラム」を導入し他専攻の院生へも AI 教育を行うなど、AI・データサイエン

ス(DS)の知識・技術を修得した高度情報専門人材の育成に向けて、高度な AI 教育を全学

に提供している。 

さらに、学部・大学院で実施している数理・データサイエンス・AI 教育を高等学校向け

に編成した「課題発見・探求型高大接続教育プログラム」を、DX ハイスクールに選定また

は申請を検討した高等学校等へ高大連携事業を通して展開し、高校から大学院までの 9 年
一貫教育を実現する。 

以上のような特徴を踏まえ、AI・データサイエンスの課題解決型教育研究を推進し、地域

の DX（Digital Transformation）や社会人リカレント・リスキリング教育や中等教育も含め

て幅広く支援できる地域社会融合型の教育・研究を実践する。 

（２）人材需要の社会的な動向等

①新設組織で養成する人材の全国的，地域的，社会的動向の分析

はじめに、全国における人材需要について説明する。

我が国においてはコロナ禍が発端となり DX 化が急激に進むとともに、AI の急速な発展

に伴い、様々な問題をデジタル分野の知識・技術を適切に活用して解決できる高度情報専門

人材が求められている。経済産業省の調査（平成 28(2016)年）やみずほ情報総研の調査（平

成 31(2019)年）では、IT 人材が不足し、AI 等を使いこなす高度情報専門人材の育成が急務

であるとしている。令和 3(2021)年 3 月に公表された株式会社野村総合研究所の「データ駆

動型社会の実現に向けた高度情報専門人材に関する調査研究－最終報告書－」【資料 1】に

よると、多くの企業においてデータサイエンスの知見を有する高度情報専門人材に対する

需要が高まっており、その実践的な知見を企業活動等に反映させ、即戦力として活躍するこ

とが求められているとのことである。 

「AI 戦略 2022【資料 2】」では「社会実装の推進」「教育改革」による日本の AI 技術力を

支える人材の育成を重要な目標としていることから、我が国として高度情報専門人材養成

は社会の更なる発展のために需要がある。 
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文部科学省は、令和４(2022)年度第２次補正予算で「成長分野をけん引する大学・高専の

機能強化に向けた基金」を設け、高度情報専門人材の確保に向けた機能強化に取り組む大学

等を支援する等、IT 人材不足解消に向けた対応を進めており、本学大学院電子情報システ

ム工学専攻も収容定員増を一つの目標条件として「支援２」において選定された。【資料 3】 

以上のように、我が国の政策や産業界など社会における需要があることは明らかである。 

 

次に、地域社会における人材需要について説明する。 

本学は、福岡県筑後地域唯一の理工系 4 年制大学である。そのため、本学は令和 2(2020)

年に AI・DX に強い高度情報専門人材を育成する観点から AI 応用研究所をいち早く開設

し、令和 3(2021)年度より「地域課題解決型 AI 教育プログラム」を全学的に導入した。令

和 5(2023)年度時点では、全国の私立大学では唯一、MDASH リテラシー・応用基礎の両レ

ベルにおいて文部科学省からプラス認定されている。この教育プログラムにおいて幅広い

分野（健康、福祉、医療、教育、建設、農業・特産物、工学等）の地域課題を AI 技術によ

り解決する「AI 活用演習選抜クラス」を産学連携 PBL として実践してきた。その結果、本

PBL のテーマや参加希望企業・自治体は令和 3(2021)年度 6 件、R4(2022)年度 10 件、

R5(2023)年度 14 件と年々増加しており【資料 4】、地域の社会人リカレント教育にも繋が

っている。また、本学に寄せられる情報分野の技術相談は平成 29(2017)年度から平成

31(2019)年度まで 0 件であったが、AI 応用研究所を開設した令和 2(2020)年以降から令和

4(2022)年度までに 17 件と急増している【資料 5】。 

このような時代にキャッチアップした迅速な教育内容の改善・充実を進める中で明らか

になった本学の産学連携 PBL への参加企業・自治体数及び技術相談数の増加や、企業に対

して実施した採用ニーズ調査【資料 20】等を勘案すると、本学が位置する福岡県南部を中

心とした筑後周辺地域では潜在的な人材需要が強まっているものの、高度情報専門人材が

不足しており、本学を取り巻く地域産業界において高度情報専門人材の需要は高いと読み

取ることができる。 

また本学は、半導体関連産業が盛んな九州の北部中央に位置しており、特に隣県の熊本県

では、世界的な半導体メーカーが進出する等、高度情報専門人材の需要が地域的に高まって

いる。しかしながら、九州全域で深刻な半導体人材不足の一端を示す調査結果が、「九州半

導体人材育成等コンソーシアム」の第 4 回会合(令和 6(2024)年)で報告されている。【資料

6】 

 

本学は、福岡県南部唯一の理工系大学・大学院として地域に根ざし、地域社会の多様な期

待や要請だけでなく、進学希望者のニーズに対応した教育内容の充実及び改善を行い、公益

的役割を有する地方の大学にこそ可能である「中核・トップを担う高度情報人材」を地域に

輩出することが、本学・本専攻の重要な使命であると考える。全国的、地域的、社会的な人

材需要動向に基づき、本学が自らの責任・使命において、時代の進展と多様化する地域社会
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に必要な人材育成に尽力することが地方創生の基盤となると考え、学部の定員増との一体

的な将来構想を持ち、高度情報専門人材を育成する電子情報システム工学専攻の収容定員

増をすることとした。 

 

【資料１】株式会社野村総合研究所「データ駆動型社会の実現に向けた高度 ICT 人材に関

する調査研究」－最終報告書－ 抜粋 

【資料 2】統合イノベーション戦略推進会議決定「AI 戦略 2022」 抜粋  

【資料 3】独立行政法人大学改革支援・学位授与機構「令和５年度大学・高専機能強化支援

事業（高度情報専門人材の確保に向けた機能強化に係る支援）」選定結果通知 

【資料 4】久留米工業大学「AI 活用演習選抜クラス」PBL テーマ一覧 

【資料 5】久留米工業大学「情報分野の技術相談件数」 

【資料 6】日本銀行福岡支店「九州における半導体関連産業の動向」および DIGITAL 朝日

新聞記事配信（令和 6(2024)年 2 月 27 日） 

 

②中長期的な１８歳人口等入学対象人口の全国的，地域的動向の分析 

はじめに、全国的な理・工学系大学院における入学志願動向について説明する。 

日本私立学校振興・共済事業団による平成31(2019)年度から令和5(2023)年度までの

「私立大学・短期大学等入学志願動向」による「区分ごとの動向（大学院）」における

「理・工学系」の全国的な動向をみると、平成31(2019)年から令和5(2023)年までの５年

間の入学定員に対する志願倍率は過去5年間で微増傾向にある。一方で入学定員充足率は

令和3（2021）年以降大幅に増加し、令和5年度には100％を超えた。令和5（2023）年と

令和4（2022）年を比較すると、志願倍率で0.06ポイント、入学定員充足率で5.69ポイン

ト増加している。【資料7】 

このように、本専攻と同分野である理・工学系大学院における最近の全国的な志願動向か

ら、今後においても本専攻の志願者数の増加を見込むことができる。 

 

次に、電子情報システム工学専攻に入学する学生の基礎となるのは学部である。そのため、

九州・沖縄地区における人口動向データから、学部が充足しその結果として本専攻が収容定

員増後も定員を充足できることを説明する。 

〇 九州・沖縄地区の大学を卒業した者の大学院進学状況 

令和５(2023)年度の九州・沖縄地区の学校基本調査によると、九州・沖縄の大学を卒業し

た者の過去３年間の大学院への進学状況は、令和 5(2023)年は卒業者 48,614 人のうち大学

院進学者は 5,832 人で大学院進学率は 12.0％、令和 4(2022)年は卒業者 48,435 人のうち大

学院進学者は 5,800 人で大学院進学率は 12.0％、令和 3(2021)年は卒業者 47,763 人のうち

大学院進学者は 5,591 人で大学院進学率は 11.7％となっている。 

また、九州・沖縄地区の大学を卒業した者の過去５年間の大学院進学率は、平成 31(2019)
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年の 11.3％から毎年微増しながら令和 5(2023)年は 12.0％と 0.7 ポイント上昇しており、

18 歳人口の減少期においても安定した大学院進学状況で推移していることから、今後も大

学院進学者確保の見通しがあるものと考えられる。【資料 8】 

〇 九州・沖縄地区の大学在籍者数（中期的な大学院進学対象となる学生数） 

令和 3(2021)～令和 5(2023)年度の九州・沖縄地区の学校基本調査における大学進学者数

から予測した、本専攻の収容定員増を行う令和 7(2025)年度入学の受験対象者となる九州・

沖縄地区の大学に在籍している学部３年生の学生数(予測)は 59,000 人程度、収容定員増後

２年目に受験対象者となる学部２年生の学生数(予測)は 60,000 人程度、収容定員増３年目

に受験対象者となる学部１年生の学生数は 60,197 人、収容定員増４年目に受験対象者とな

る九州・沖縄地区の高等学校に在籍している高校３年生の生徒数は 123,471 人となってい

る。【資料 9】 

なお、九州・沖縄地区の高等学校を卒業した者の大学等への進学率は令和 5(2023)年度に

おいて約 51.7％となっており【資料 10】、福岡県をはじめとする九州・沖縄地区の高校を卒

業した者の大学等への進学率で学部生の推移を予測しても、今後、九州地区の大学院受験対

象者が大きく減少することはなく、中期的な大学院進学者確保の見通しがあるものと考え

られる。 

〇 九州・沖縄地区の工学分野の志願者の状況（中長期的な大学院進学対象となる学生数） 

さらに、リクルート入試実態 2022【資料 11】によると、九州・沖縄地区の工学（システ

ム制御工学・情報工学・通信工学・電気工学・電子工学）分野の大学における募集人員数は

5,088 人、志願者数は 37,356 人である。特に本専攻が最も近い分野である情報工学につい

ては、志願倍率が 7.22 倍となっており、全国平均の志願倍率が 12.28 倍であることを考え

ると、当該分野における志願者数については増加の余地があり、今後も高校生の工学分野へ

の進学需要は見込め、その学部進学の結果として工学系大学院進学者の増加が見込める。 

〇 九州・沖縄地区の年齢別人口による中長期的な人口動向等 

全国的に 18 歳人口の減少が予測されている中で、福岡県をはじめとする九州・沖縄地区

における学齢人口の減少は比較的緩やかな傾向が示されており、九州地区の最新の年齢（５

歳階級）別推計人口をみると、19 歳～15 歳の人口は約 65 万 4 千人、14 歳～10 歳の人口は

約 66 万 9 千人となっており、今後の大学院受験対象者となる 19 歳～10 歳までの年齢別人

口は、微増減を繰り返しながら緩やかに変動していくことから、中長期的にみても大学院受

験対象者が急激に減少することはないものと見込まれる。【資料 12】 

 以上の人口動向を分析した結果、工学系大学院への進学を希望する学生の数は、短期的に

も中長期的にも、定員を満たすのに十分な数が存在することが確認できる。 

 

【資料 7】日本私立学校振興・共済事業団 平成 31(2019)年度から令和 5(2023)年度までの

「私立大学・短期大学等入学志願動向」による「区分ごとの動向（大学院）」における「理・

工学系」 より抜粋 
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【資料 8】文部科学省 令和５年度学校基本調査－卒業後の状況調査票（大学）－都道府県

別状況別卒業者数 より抜粋 

【資料 9】文部科学省 令和３年度～令和５年度学校基本調査 －卒業後の状況調査票（高等

学校）－ 都道府県別状況別卒業者数、および令和５年度学校基本調査－学校調査票（高等

学校）－学年別生徒数 より抜粋 

【資料 10】文部科学省 令和５年度学校基本調査－卒業後の状況調査票（高等学校）－都道

府県別大学・短期大学等への進学者数 より抜粋 

【資料 11】リクルート入試実態調査 2022 より抜粋 

【資料 12】総務省統計局 人口推計－年次－2022 年－都道府県、年齢（5 歳階級）、男女別

人口－総人口、日本人人口（2022 年 10 月 1 日現在） より抜粋 

 

③新設組織の主な学生募集地域 

本申請時においては、電子情報システム工学専攻の入学定員の全てを基礎となる本学工

学部からの内部進学と想定している。本学工学部の所在地県別（福岡県）の入学者数の構成

比をみると、福岡県：57.7%、佐賀県：5.2%、熊本県：4.8%、長崎県：4.1%、鹿児島県：

3.9% 計 75.7%【資料 13】となっている。そのため、大学院においても九州・沖縄地区を学

生募集地域として設定することは妥当と考える。 

 

【資料 13】文部科学省 令和５年度学校基本調査―出身高校の所在地県別入学者数― より

抜粋  

 

④既設組織の定員充足の状況 

大学院電子情報システム工学専攻の過去５年間の収容定員充足率は、令和 2(2020)年度

50%、令和 3(2021)年度 70％、令和 4(2022)年度 110％、令和 5(2023)年度 100%と上昇傾

向で推移し、令和 6(2024)年度には入学定員 5 名増の 10 名に対して、入学者は 11 名と入

学定員を充足し、収容定員 107％となっている【資料 14】。 

これは本学工学部の「地域課題解決型 AI 教育プログラム」が 4 年目に入り、初年度「AI

活用演習選抜クラス」に参加した４年生（32 名）のうち、本専攻への入学者は 8 名（25.0%）

であることが寄与している。学部教育の初期段階から、実践的な課題に対応する学習機会を

提供することで、より高度な研究や実践課題を通じた社会課題の解決を動機付けたものと

考えられる。大学・高専機能強化支援事業における「高度情報専門人材の確保に向けた機能

強化の取り組み(支援 2)」では、大学院電子情報システム工学専攻の定員を段階的に増員（令

和 6(2024)年度＋5 名、令和 7(2025)年度＋10 名）し、令和 8(2026)年度以降は高度情報専

門人材 20 名を毎年輩出する計画である。 

 

【資料 14】電子情報システム工学専攻の入学定員・収容定員の直近５年間の充足状況 
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（３）学生確保の見通し 

①学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

ア 既設組織における取組とその目標 

学生確保に向けた具体的な取組状況は、本学学部生を主な対象としてクラス担任、進路

指導担当教員、特に卒業研究配属先の指導教員が一人ひとりの学生に応じた丁寧な説明、

案内により大学院進学を勧めることが中心となっており、具体的な内容は（ⅰ）から

（ⅲ）に後述する。 

この他、大学ホームページでの大学院情報の掲載や大学案内パンフレット等の印刷物の

配布をはじめ、1 年生からのセミナーや就業力育成科目群における大学院進学の説明、3 年

次に行う進路面談会の開催を通じて、大学院の理念、養成する人材像、学位授与方針・教育

課程編成の方針・入学者の受入方針、学生生活を通した活動や想定される進路、奨学金制度

など、様々な教育情報について、在学生や保護者に対して広く周知を図ることとしている。 

これらの取り組みを通じて、大学院進学のためのPR活動を展開している。なお、大学院

への進学や入学を決定する時期や要因は多様であるため、どのPR活動が直接的に進学や入

学の決定に影響を与えたかを特定することは困難である。全ての取組みが積み重なった結

果として、目標とする入学者数は令和6(2024)年度入学定員である10名と設定している。 

 

（ⅰ） 本学在学生向けPR（別紙3①および②） 

新入生に対して行う新入生オリエンテーションにおいて、全学科を対象に大学院の紹介

を実施している。 

その後、全学年・全学科を対象とした進学説明会を毎年6月頃に実施している。副学長

より大学院進学の紹介から本学の大学院進学のメリットを紹介し、電子情報システム工学

専攻を含む3専攻より、各専攻の特徴や修了後の進路について紹介している。目標参加人

数は50名であり、主な参加者は学部4年生で令和4年度は約30名、令和5年度は約40名であ

った。 

 

（ⅱ） 情報ネットワーク工学科の学年進行における大学院進学に関するPR（別紙3③） 

 次の表のとおり、キャリア育成科目群や卒業研究セミナーにおいて、大学院進学に関す

る情報提供を行っている。対象および目標人数は、令和7(2025)年度大学院入学対象とな

る令和3(2021)年度の情報ネットワーク工学科入学定員である。 

 

説明実施時期 PR活動の内容 対象人数 

1年次/4月 

 

入学ガイダンスにおいて全学科の新入生を対象に、学長

からの「大学院の紹介」と各専攻長から専攻の紹介およ

び研究活動等を詳しく紹介し、入学時点から大学院の存

80名 
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在をアピールし、大学院進学に興味を持ってもらうよう

に努力している。 

2年次/前期 

 

就業力育成セミナーⅠ（情報ネットワーク工学科2年生後

期必修科目）において、自身の将来設計について考える

グループワークの中で、やりたいことを実現する手段の

ひとつとして大学院進学のメリットについて紹介してい

る。 

80名 

3年次/前期 

 

就業力実践演習（情報ネットワーク工学科3年生前期必修

科目）の中で、自身のキャリア設計に対して具体的に考

えるワークをおこなっている。その授業の中で、情報ネ

ットワーク工学科の教員より大学院進学や将来のメリッ

ト、経済的な支援等について説明している。 

84名 

※編入学生

含む 

3年次/後期 

 

就業力育成セミナーⅡ（情報ネットワーク工学科3年生後

期必修科目）では、卒業研究の仮配属をおこない、少人

数ゼミ形式で講義演習等を実施し、その中で卒業研究の

指導教員より大学院進学への意識涵養を図っている。ま

た各研究室の大学院生との交流を図ることで、研究活動

やリーダーシップなどを体験することで、大学院進学を

身近に感じるよう計らっている。 

84名 

※編入学生

含む 

3年次/11月 

 

進路面談会（情報ネットワーク工学科3年生参加必須）に

おいて、3年生学生および保護者に対して、大学院の情報

を提供し、さらに進学した大学院生の進路や研究体験も

共有し、大学院進学を真剣に考える機会を与えている。 

84名 

※編入学生

含む 

4年次/年間 

 

卒業研究の取組みや就職活動の状況に応じて、卒業研究

担当の教員が大学院進学のPRを行っている。大学院推薦

試験は多様な入試区分を設けており、7月初旬・10月初

旬・2月中旬・2月下旬に実施される。このように受験の

機会を多数設けることにより就職から進学への進路変更

にも年間を通して対応可能としている。 

84名 

※編入学生

含む 

 

（ⅲ） 保護者および在学生向け PR（別紙 3④および⑤） 

本学保護者向け大学案内リーフット「久工大だより【Fan】」の配布により、大学院の学費

や奨学金などのファイナンシャルプラン等も含め「進学のススメ」を行っており、保護者に

も情報共有をおこなっている。印刷配布数は 1,500 部である。 

また、多数の保護者が参加する地区別保護者懇談会、3 年次進路面談会においても大学院

についての紹介を行っている。参加の実態として、令和 5(2023)年度の情報ネットワーク工
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学科の地区別保護者懇談会では保護者 145 名、3 年次進路面談会では保護者 60 名の参加が

あった。 

 

【添付データ】 

・既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績（別紙３） 

 

イ 新設組織における取組とその目標 

 本専攻では、大学内部進学で入学定員充足を目指す想定であり、（３）①アで前述した PR

活動を引き続き重要な取組みとする方針である。そのうえで、新たな学生確保の取組みを行

う。なお、以下の取り組みとその結果との直接的な因果関係を特定することが難しいため、

目標人数は重複者を含めて算出する。 

（ⅰ）本学在学生向け PR では、大学院の基礎となる工学部の情報ネットワーク工学科以外

からの進学者も確保するべく、6 月の説明会参加目標人数を本学工学部の収容定員の 10%

にあたる 132 人とする。また、別紙 3①および②を根拠に入学率を 20%として適用すると

入学者数の目標は 26 人である。 

（ⅱ）情報ネットワーク工学科の学年進行におけるPRでは、キャリア育成必修科目の一環

で引き続き理工系キャリア育成を行う。別紙3③を基準に学年定員94人に対して入学率を

5%として適用すると入学者数の目標人数は4人である。 

（ⅲ）保護者向けPRでは、情報ネットワーク工学科の3年次進路面談会における保護者同

伴学生の参加目標人数を70人とする。別紙３④を基準に入学率を4％として適用すると入

学者数の目標は2人である。また、情報ネットワーク工学科の地区別保護者懇談会におけ

る保護者同伴学生の参加目標人数を120人とする。別紙３⑤を基準に入学率を11％として

適用すると入学者数の目標は13人である。 

 

一方で、新たな学生確保の施策として、以下のような取組みを新たに計画している。 

（ⅳ） 経済的支援の強化 

従来から設けている本学独自の GPA を基準とした成績上位者への奨学金に加えて、新た

な奨学金制度として、GPA ではなく学部時代の業績（AI 教育プログラムの上位修了証取得

や学会発表等）で評価する特別奨学生制度を設けた。 

さらに、地域企業と連携した「高度 AI コーオプ実践Ⅰ～Ⅳ（企業・自治体との連携によ

る地域課題解決型 PBL）」を基にした有償コーオプ制度により、研究テーマとして企業の課

題に取組みながらアルバイト代を得られる仕組みを検討している。さらに、令和 6 年度か

らは授業料の引き下げを行い、本学大学院進学者全体への経済的な負担軽減を行う。これら

の施策により、近隣の理工系大学院との比較において学費が安く抑えられる。これは学生確

保の見通し調査【資料 20】の独自設定の質問として、本学大学院の独自の奨学金制度に該

当した場合に入学するかどうかを尋ねたところ、「現時点で就職希望であっても奨学金に該
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当すれば入学する」と回答した学生が 21 人であった。従って、本学は経済的理由が解消す

れば、大学院進学が見込めると判断し、大学・大学院の財政計画との整合を図り決断したも

のである（後段の(3)②エ「学生納付金等の金額設定の理由」にて詳述）。 

これらの施策により本専攻の入学者数の目標を 10 人とする。 

（ⅴ） 9 年一貫教育による早期キャリア育成 

学生確保の施策として、高大接続による入学生の選抜・確保に始まり、学部では、地域課

題解決型 PBL を通して実装力のある AI・DA 人材を育成し、大学院では、中長期インター

ンシップ等により社会人力を高めるといった「高校から大学院までの 9 年一貫教育プログ

ラム」の実現を図る。 

取り組みの一例として、DX ハイスクール申請校との数理・データサイエンス・AI 教育で

の高大連携（福岡県・佐賀県の高等学校）、久留米市立高校の「総合的な研究の時間」にお

ける地域課題解決の取組みの連携、令和 5 年度「新時代に対応した高等学校改革推進事業

（創造的教育方法実践プログラム）」に採択された伊万里実業高校の取組では、本学が高等

教育機関としてコンソーシアムに参画しており、メタバース・ラボを用いた高大接続教育を

展開し、実業系高校からの女子入学者確保を目指している。 

さらに、商業・実業系高校への高大接続教育の提供や、科目等履修による単位認定制度、

入試における優遇制度を検討し、まずは、学部段階で優秀な女子学生を増やし、女子大学院

生の確保に繋げる計画である。また、遠隔システムやオンライン動画、メタバース・ラボの

有効活用により、在宅履修で大学院の単位を取得できる仕組みや、長期履修制度など、社会

人や留学生等が大学院に進学しやすい学修制度を現在検討している。 

 これらの取組により高校との連携を深め、9 年一貫教育の参加者は、早い段階から大学院

進学をキャリア選択の視野に入れた教育を受講する予定であり、入学者確保に繋げる。本専

攻の入学者数の目標を 5 人とする。 

（ⅵ）社会人大学院生の受入れ体制強化（将来構想） 

 社会人が在職中にも大学院で学びやすくなるよう、社会人向けコースの強化を計画して

いる。具体的には、最大 4 年間の長期履修制度と土曜日開講の演習科目や研究指導を提供

し、社会人が仕事を続けながら修士号を取得しやすい環境を整備し、多様な背景を持つ在職

社会人のリカレント・リスキリング教育への対応を充実する。 

 

以上の取組みの目標の累積人数は 60 人である（重複者を含む）。多面的な PR 活動を通し

て、学部学生および社会人の電子情報システム工学専攻への進学意欲を高め、継続的に定員

以上の学生が志願する状況となることを目指す。 

 

ウ 当該取組の実績の分析結果に基づく，新設組織での入学者の見込み数 

本専攻への大学院進学率は、基礎となる工学部情報ネットワーク工学科の卒業生を基準

とすると令和 3 年度 7.9%、令和 4 年度 6.8%、令和 5 年度 4.7%であった【資料 15】。一
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方で、文部科学省が令和 5 年度に実施した「学校基本調査」によれば、令和 5 年（2023 年）

3 月の大学卒業者数は 590,162 人で、その内工学系統の卒業生は 87,851 人であった。また、

工学系大学院へ進学したのは 33,792 人である。工学系の卒業生が工学系の大学院へ進学し

たとすると、進学率は 38.47%である【資料 16】。本専攻の進学率と 30%以上の乖離があり、

今後上昇する余地は十分にある。 

そこで、（３）①イで述べた内容と同様の取り組みを継続し、（Ⅰ）在学生だけでなく保護

者も対象として広く周知を図り、教育研究活動を通して大学院進学を勧める。これにより 20

名程度の内部進学者を確保する。 

加えて、新しい取り組みとして、（Ⅱ）令和 6 年度から大学院の学費を引き下げるととも

に、現行の奨学生制度加えて AI 教育プログラムの上位修了証取得や学会発表等で評価する

特別奨学生制度（授業料半額免除）を新設した。この施策により従来進学をあきらめていた

学生群から 5 名程度の内部進学者を確保する。 

さらに、（Ⅲ）社会人のリカレント・リスキリング教育の受入れ体制の充実や地域企業と

連携した「高度AIコーオプ実践Ⅰ～Ⅳ（企業・自治体との連携による地域課題解決型PBL）」

を基に、研究テーマとして企業の実務的な課題に取組むことを検討しており、企業における

研究開発と大学院における研究を両立できる教育研究体制を計画している。この施策によ

り社会人入学生も含め、将来的に数名程度の進学者を確保する。 

次の表に、当該取組の種類およびその目標人数、見込み人数を示す。 

 

大分類（ウ） 中分類（イ） 目標 見込み 

Ⅰ （ⅰ）～（ⅲ）、（ⅴ） 50 人 20 人 

Ⅱ （ⅳ） 10 人 5 人 

Ⅲ （ⅵ） 3 人 1 人 

 

 これらの（Ⅰ）～（Ⅲ）の取組を通して入学者数を 20 名以上確保する。 

 

【資料 15】本専攻（電子情報システム工学専攻）の大学院進学率 

【資料 16】文部科学省 令和５年度学校基本調査－卒業後の状況調査票（大学）－関係学科

別 状況別 卒業数、および令和５年度学校基本調査－卒業後の状況調査票（大学）－関係学

科別 進学者数 より抜粋 

 

②競合校の状況分析（立地条件，養成人材，教育内容と方法の類似性と定員充足状況） 

ア 競合校の選定理由と新設組織との比較分析，優位性 

○競合校の選定について 

競合校は、私立大学であること、専攻の収容定員規模が 20~40 名であること、学問分野

が電気通信工学関係であること、所在地が本学からの直線距離で約 50 ㎞圏内であること、
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基礎となる学部の学力層が類似していること（ベネッセ社マナビジョン偏差値情報に基づ

く）から、次の 3 校を選定した。 

⚫ （私立）福岡工業大学大学院 工学研究科 情報工学専攻 

⚫ （私立）福岡大学大学院 工学研究科 電子情報工学専攻 

⚫ （私立）崇城大学大学院 工学研究科 応用情報学専攻 

 

○競合校との比較分析 

 次に、本専攻と競合校の専攻と比較を行い、本専攻の独自性や優位性を説明する。 

教育内容においては、本学電子情報システム工学専攻は AI 分野の副専攻プログラム「地

域課題解決型高度 AI 教育」を競合校の中で唯一設けており、高度情報専門人材に相応しい

教育を大学院生に提供できるようになっている。また、企業課題の解決に取組む PBL 科目

群「高度 AI コーオプ実践Ⅰ～Ⅳ」を取り入れたカリキュラムも独自性がある。 

 入試や就職支援、取得できる資格には競合校間において大きな差異は無いものの、本学で

は副専攻プログラムの修了証を発行し教育の内部質保証を実施している点に独自性がある。 

 学生納付金については、見直しを行った結果、競合する他校と比較して数万円の差異であ

り、相対的に低い水準に設定されている。 

奨学金制度については、新たに導入した学部時代の業績（AI 教育プログラムの上位修了

証取得や学会発表なと）で評価し授業料を半額免除する特別奨学生も魅力ある内容となっ

ている。さらに、有償コーオプ制度は、高度 AI コーオプ実践Ⅰ～Ⅳにおいて、久留米市内

の中小企業が行う新製品・新技術の開発に連携し、「久留米市ものづくり支援事業」におけ

る研究、要素技術の連携開発、新製品、新技術の実用化開発を企業と協働で行う場合、大学

院生に人件費を支給する。この制度は、他大学大学院には見られない新しい経済支援の取組

みとなっている。 

 

【資料 17】競合校の設定および比較 

 

イ 競合校の入学志願動向等 

 本学電子情報システム工学専攻の競合と設定した大学院各専攻において、各大学が公表

している令和 5(2023)年 5 月 1 日時点の収容定員充足率【資料 18】を参照すると、本専攻

100%、福岡工業大学大学院工学研究科情報工学専攻 200%、福岡大学大学院工学研究科電

子情報工学専攻 140%、崇城大学大学院工学研究科応用情報学専攻 130%となっている。 

 また、入学定員充足率についても、本専攻 100%、福岡工業大学大学院工学研究科情報工

学専攻 170%、福岡大学大学院工学研究科電子情報工学専攻 140%、崇城大学大学院工学研

究科応用情報学専攻 90%となっている。 

このように、電子情報システム工学専攻との競合が想定される近隣大学の理工系大学院

では収容定員が充足している状況であり、我が国の理工系人材育成の施策や本学大学院の
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教育研究内容および経済的支援の更なる充実等、本専攻においても 18 歳人口の減少期にお

いても定員を充足できるものと考えている。 

 

【資料 18】競合校の令和 5 年 5 月 1 日時点の収容定員充足率 

 

ウ 新設組織において定員を充足できる根拠等（競合校定員未充足の場合のみ） 

該当なし 

 

エ 学生納付金等の金額設定の理由 

大学・高専機能強化支援事業に選定された令和 5(2023)年度時点での電子情報システム工

学専攻の学生納付金の額は、入学金 22 万円（本学卒業生は免除）、授業料等（授業料、実

験・実習費、教育充実費）を 102 万円としており、大学院に係る費用は近隣大学の中で高い

部類に属していた。学生確保見通しのアンケート調査においても、経済的な理由で進学を選

択肢から除外する在学生が多いことが確認できた。そこで、優秀な本学卒業生とともに他大

学からの入学者にもアピールでき、近隣大学との競争力を確保するべく令和 6 年度入学者

から学生納付金の見直しを図った。 

類似の大学院専攻を設置している私立大学（福岡工業大大学、福岡大学、崇城大学）の学

生納付金の設定状況を参考にし、大学及び大学院運営の財務状況、完成年度の教育研究経費

比率や教育活動支出依存率を検討した上で、人件費や教育研究、管理運営の経常経費を含む

財務予測を考慮して、学生納付金の総額を近隣で最も低かった福岡工業大学と同程度とし、

入学金 11 万円（本学卒業生は免除）、授業料等（授業料、実験・実習費、教育充実費、委託

徴収費）を 84 万 6 千 750 円と設定した。これにより学生納付金は近隣の大学院と比較して

も低い水準となっている。【資料 19】 

 

【資料 19】競合校の学生納付金額（各大学院ホームページより抜粋） 

 

③先行事例分析 

該当なし 

 

④学生確保に関するアンケート調査 

電子情報システム工学専攻において収容定員増（入学定員 20 名）の場合の学生が確保で

きる見通しについて、アンケート調査を行った。その結果は以下の通りである。 

 

1）アンケート対象者 

電子情報システム工学専攻の場合、学生確保の基礎となる対象は久留米工業大学工学部

からの内部進学である。そこで、令和 7(2025)年度の大学院入学の対象となる工学部 3 年生
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220 名に対して、令和 5(2023)年 12 月から令和 6(2024)年 1 月にかけて実施した。また、

将来的な学生確保の見通しを調査するために、社会人入学となる対象者として学部 4 年生

51 名および地域社会の社会人 63 名に対してアンケートを実施した。【資料 20】 

2）アンケート調査時期 

令和 5(2023)年 12 月～令和 6(2024)年 1 月 

3）アンケート方法 

リーフレット【資料 20（調査用リーフレット）】によりアンケートに必要な情報を示すと

ともに、アンケート調査票【資料 20（調査票様式）】を紙媒体で配布し、回答を収集した。 

4）アンケート調査の結果 

①工学部 3 年生対象 調査結果 

本調査では、定員増員年度に大学院入学対象となる工学部 3 年生へアンケート調査を実

施し、220 名の回答を得ることができた。調査票は全 8 問で構成されており、全て選択肢式

とした。 

大学卒業後の希望進路を問う設問（Q3、複数回答可）においては、今回の定員増員のター

ゲットとなる「情報ネットワーク工学科」で 33.7％（31 名）、「機械システム工学科」で 21.4％

（9 名）が「大学院進学」を希望した（ほか、交通機械工学科 5 名、建築・設備工学科 1 名）。

「進学」を希望する全 46 名のうち興味ある学問分野を問う設問（Q５）では「情報ネット

ワーク工学科」で 82.9％（29 名）、「機械システム工学科」で 57.1％（8 名）が「電子情報

分野」を選択した。電子情報システム工学専攻の特色について「とても魅力」「ある程度魅

力」との回答は 4 項目が 70％を超えており、そのうち 2 項目「独自の奨学金」「研究教育環

境」は 77％を超える結果となった。特色について肯定的な回答が多くを占め、入学意向を

後押ししていると判断でき、今回の定員増員の分野は進学者のニーズに合致している。 

次に、「大学院進学」希望者のうち、「工学系の研究科で電子情報システム分野」に興味が

あり「本学大学院」を「第一志望として受験」し合格すれば「入学する」と回答した人数を

クロス集計により求めた結果、29 名の入学意向者がおり、増員予定の定員数を上回る結果

が得られた。これらの調査結果から、入学定員 20 名の学生確保の見通しを明確に得ること

ができた。 

さらに、独自設定の質問として、本学大学院の独自の奨学金制度に該当した場合、入学す

るかどうかを尋ねたところ、「現時点で就職希望であっても奨学金に該当すれば入学する」

と回答した学生が 21 名であり、経済的事由が解消すれば入学する学生が一定数いることを

確認した。 

②情報ネットワーク工学科 4 年生対象 調査結果 

本調査では将来的に、リカレントやリスキリング教育の対象となる在職社会人を想定し、

情報ネットワーク工学科 4 年生へアンケート調査を実施し、51 名から回答を得ることがで

きた。 

興味のある分野を問う設問（Q3）で、「情報分野（電子・情報工学、AI・データサイエン



ス）」を 34.3％（45 名）が選択した。今回の定員増員をターゲットとする対象に調査実施で

きていると考えられる。 

電子情報システム工学専攻の特色について「とても魅力」「ある程度魅力」との回答は 5 項

目全て 80％を超えており、そのうち項目「AI・データサイエンス等の実践的教育」につい

ては 94％を超える結果となった。 

リカレント教育を受ける場合、「大学院」と選択した 27 名のうち、33％（9 名）が本学を

第一志望とする結果となり、社会人になってからも学びの場に本学を選択する意向は一定

数あると考えられる。 

久留米工業大学大学院工学研究科電子システム工学専攻の収容定員が増えた場合に受験

を希望するかを問う設問（Q6）では 32％（16 名）が「受験する」を選択した。そのうち 7

名（43.8％）が「合格した場合、入学する」と回答していることから、定員増員を行っても

社会人ニーズは一定数あるという結果となった。 

進路に「就職」を選択している学生のうち、本学大学院の特色（社会人コース等）を利用

できる場合の入学意向を問う設問（Q8）には 8 名（15.7％）が「入学したい」と回答した。

特色を生かし定員充足できる見込みがあると考えられる。 

③社会人対象 調査結果

本調査では久留米工業大学地域連携推進協議会会員企業 51 社を対象に郵送アンケート調

査を実施し、リカレント教育に興味があり新たに学びたい分野がある社会人 63 名から回答

を得ることができた。 

回答者の年齢および勤続年数を問う設問（Q1）では「50 代男性」が 22.6％（14 名）と最

も多く、勤続年数についても「31～40 年」が 19％（17 名）と 2 番目に多いことから、社会

人として経験を積んだ 50 代が多くリカレント教育に興味を持っていると考えられる。次い

で「20 代男性」19.4％（12 名）で勤続年数「10 年以下」27％（17 名）という結果から、

転職等を意識する 20 代も多くリカレント教育に興味を持っていることが分かった。 

回答者の居住地は久留米工業大学大学院の所在地である「福岡県」が 90％（56 名）で最

も多く、勤務先は「情報通信業」が 24％（15 名）であった。また、興味のある学問分野を

問う設問（Q3）では 44.3％（複数回答、67 名）が「情報分野に興味を持つ」結果となり、

久留米工業大学大学院工学研究科電子システム工学専攻の定員増員をターゲット層とする

対象に調査実施できており、意見の聴取できていると考えられる。 

電子情報システム工学専攻の特色について「とても魅力」「ある程度魅力」との回答は 5

項目全てが高評価であったが、その中でも「AI・データサイエンス等の実践的教育」は 98.4％

を超える結果となり、次いで「社会人コース」が 88.9％（「とても魅力」が 38.1％）であっ

た。特色に対して「全く魅力を感じない」との回答は 0 名であり、社会人に対して本学の魅

力は訴求できていると考えられる。 

久留米工業大学大学院工学研究科電子情報システム工学専攻の収容定員が増えた場合の受

験希望と入学意向を問う設問（Q6・7）では 29.3％（17 名）が「受験する」を選択した。
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そのうち 10 名（58.8％）が「合格した場合、入学する」と回答していることから、定員

増員を行っても社会人ニーズは一定数あるという結果となった。 

【資料２０】収容定員増に関する進学ニーズ調査（学部生・社会人対象） 

⑤人材需要に関するアンケート調査等

電子情報システム工学専攻の収容定員増計画を進めるうえで、本専攻の養成する人材が

社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものとなっていることを検証するために、本

学への求人企業や本学の地域連携推進協議会メンバーである企業等を対象として、本専攻

で養成する人材の必要性や本専攻の修了生の採用意向に関するアンケート調査を実施した。

その結果は以下の通りである。 

１）アンケート対象者

求人企業や本学の地域連携推進協議会メンバーである企業等の採用担当者 

２）アンケート調査時期

令和 5(2023)年 12 月～令和 6(2024)年 1 月 

３）アンケート方法

リーフレット【資料 21】によりアンケートに必要な情報を示すとともに、アンケート回

答用紙【資料 21】を紙媒体で配布し、回答を郵送収集した。 

４）企業対象 採用ニーズアンケート調査の結果

本調査では当該専攻の卒業生の就職先として想定される企業 116 社を対象に郵送アンケー

ト調査を実施し、その関心度や想定する採用人数等の回答を得ることができた。

回答者の人事採用への関与度を聞いたところ、選考に関わっている人は 92.3％であった。

このことから人事担当者からの意見を聴取できていると考えられる。 

本社所在地は、久留米工業大学大学院の所在地である「福岡県」が 39％を占め、最も多

い。業種としては「建設業」が 34％で最も多い。次いで「製造業」が 31％、「サービス業」

が 14％である。回答企業の従業員数（正規社員）は「100～500 名」が 31.0％で最も多い。

回答企業の平均的な新卒正規社員の採用人数は「1～5 名」が 23.1％で最も多い。 

次いで「5～10 名未満」が 19.2％、「10～20 名未満」が 12.8％であり、毎年新卒正規社員

を採用している企業が全体の 88.5％とほとんどである。 

回答企業の本年度の新卒採用予定数は「昨年度並み」が 56.4％で最も多く、次いで「増 

やす」が 33.3％であり、回答企業の 89.7％が昨年と同等かそれ以上の採用が予定されてい

る。 

回答企業の採用したい学問分野を複数回答で聴取したところ「工学（機械・電気・環境・

経営）」の割合が 35％と高かった。次いで「情報工学・AI・データサイエンス」が 23％と続

き、採用ニーズは多いと判断できる。また、社会的必要性については 99.1％（116 社中、115
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社）が「必要だと思う」と回答した。多くの企業からこれからの社会にとって必要な専攻で

あると評価されている結果であった。 

「久留米工業大学大学院 工学研究科 電子情報システム工学専攻」卒業生を「採用した 

いと思う」と答えた企業は 115 社中 95 社（82.6％）である。さらに、「採用したいと思う」

と答えた 95 社へ卒業生の採用を毎年何名程度想定しているか尋ねたところ、採用想定人数

の合計は 178 名で、予定している増員定員数 20 名を大きく上回っている。このことから、

安定した人材需要があることが伺える。 

 

【資料２１】収容定員増に関する採用ニーズ調査（企業対象） 

 

（４）新設組織の定員設定の理由 

本計画は九州における「数理・データサイエンス・AI」人材の量的・質的な充足のために、

本学の学部、研究科が一体となって改革を行うものである。各省庁の調査や施策を踏まえ、

高度情報人材は全国的に需要があり、本学を取り巻く地域社会においても需要が存在する

ことを確認した。その需要規模においては、福岡県を中心に所在する企業等や本学への求人

実績、および卒業生の採用実績がある企業等に対する採用意向調査から定量的なデータが

得られた。また、九州地区の大学を卒業した者の大学院進学状況や中長期的な年齢別人口動

向の調査、本学学部生に対する進学需要調査等から得られた定量的なデータに基づき検証

を行い、進学・採用双方とも入学定員数や要請する人材像への需要を満たす結果が得られて

いる。さらに、大学院の基礎となる学部の多様な教育改革の取組みと大学院の魅力向上策が

功を奏し、電子情報システム工学専攻の収容定員の充足率が年々向上している。 

文部科学省の令和 5 年度の「学校基本調査」によると、工学系大学の卒業生のうち、工学

系大学院への進学率は 38.47％である。これに対し、本学大学院への内部進学率は、2019 年

から 2023 年までの 5 年間で平均 5.4％【資料 15】となっており、進学率を向上させる余地

は十分にある。特に、「AI 活用演習選抜クラス」に参加した令和 5 年度の４年生では、大学

院進学率が 25.0%に達した。情報ネットワーク工学科は令和 8 年度に収容定員に係る学則

変更の認可申請予定であり、入学定員 110 名を予定している。大学院進学も視野に入れた

学科であることをアピールし、大学院進学率の向上を図る。 

また、令和 3(2021)年度の文部科学省委託調査「大学院における教育改革の実態把握・分

析等に関する調査研究」調査報告書【資料 22】によると、全国の大学院の修士課程におけ

る工学分野の入学者数の分布をみると、51~100 人の専攻が最も多く、ある程度の規模の専

攻に学生が集まりやすい傾向にある。このような背景から、本専攻とその基礎となる学科、

いずれの規模も拡大することが学生募集に有効であると判断した。 

以上のことを踏まえ、教員組織、教育課程、施設・設備、および大学運営に係る財務的な

視点等を勘案したうえで、教育の質を保証するために必要かつ充実した教育研究体制の確
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保が可能となるよう配慮した結果、入学定員を 20 名、収容定員を 40 名と設定した。 

 

【資料 22】株式会社リベルタス・コンサルティング「大学院における教育改革の実態把握・

分析等に関する調査研究」調査報告書（p.96） 
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◆株式会社野村総合研究所 令和３年「データ駆動型社会の実現に向けた高度 ICT 人材に関する調査研究－最

終報告書－」抜粋（P１） 

  https://www.soumu.go.jp/main_content/000758165.pdf 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000758165.pdf
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◆令和４年 統合イノベーション戦略推進会議決定「AI 戦略 2022」抜粋 

  https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/aistrategy2022_honbun.pdf 
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◆独立行政法人大学改革支援・学位授与機構 

令和５年度大学・高専機能強化支援事業（高度情報専門人材の確保に向けた機能強化に係る支援）の 

選定結果について 
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【資料４】久留米工業大学「AI 活用演習選抜クラス」PBLテーマ一覧 

 

テーマ

1 知的障がいを持つ子供たちを支援する教育システムの開発

2 ひろかわまち再発見!チャットボット版の開発

3 久留米絣の等級判定

4 美容室での顔認識受付アプリ

5 きゅうり病気診断アプリ - Qcumber - の開発

6 AIを用いた画像認識による作物と雑草の見分けする草刈り機の開発

1 ひろかわまち再発見 ~スタンプラリーアプリの開発 ~

2 AI テクノロジーを利用した建設現場におけるリスクが高いジョブの監視

3 対話型自動運転車椅子の学内運用 ~新たな機能の追加~

4 AI を用いた RC コンクリートのひび割れ分類及び検出システム開発

5 機械学習を用いたメンタルヘルス異常検知

6 骨格認識を用いた障碍児の教育支援 ~学習者に寄り添った声かけの実現~

7 いちごの仕分け作業での AI 活用

8 AI×美容室 もう迷わない理想の髪型

9 オープンデータを活用した八女茶の味の予測

10 キュウリ育成支援アプリの開発

1 AIやARを用いた建築現場における危険予知活動の支援

2 JAL整備本部/JALエンジニアリング『問い合わせChatbot』

3 コンクリートのひび割れ予測（ひび割れ幅・長さの自動計測）

4 株式会社丸信の営業活動を支援するチャットボット開発

5 人物の高精細切り抜きAI開発

6 ロボつみの進化画像認識による新たな品種のイチゴに対する完熟度予測

7 伝統工芸品（陶磁器）のDX化～粘土生成と風鈴の分析～

8 土づくりに着目したAI活用によるデジタル農業の推進

9 AIを用いた八女茶の味予測

10 収穫したキュウリの品質評価

11 広川町スタンプラリーアプリの開発（2）

12 学習者に寄り添うAIメンターの実現と教育実践・評価

13 人工知能解析を用いた下部消化管疾患の診断

14 AI・センシング計測によるトレーニング効果の定量化

令

和

３

年

度

令

和

４

年

度

令

和

５

年

度

 
 

◆PBL テーマ一覧（本学取り纏め） 
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【資料５】久留米工業大学「情報分野の技術相談件数」 

年度 技術相談件数 情報分野件数

1 2017年度 0件 0件

2 2018年度 3件 0件

3 2019年度 11件 0件

4 2020年度 19件 5件

5 2021年度 13件 2件

6 2022年度 18件 10件

7 2023年度 5件 11件
  （2024.3.11 現在報告数） 

 

◆本学に寄せられる情報分野の技術相談件数（本学調べ） 

 

 

【資料６】日本銀行福岡支店「九州における半導体関連産業の動向」および

DIGITAL 朝日新聞記事（令和６（2024）年２月 27日） 

（１） 

 

 

AI 応用研究所開設後 

増加 

 
熊本県へは世界的な 

半導体メーカーが進出 
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◆日本銀行福岡支店 令和５年「九州における半導体関連産業の動向 

～オール九州で挑むシリコンアイランドの未来～」（P５、P10、P15） 

  https://www3.boj.or.jp/fukuoka/topics/topics202303.pdf 

 

 

　https:/www3.boj.or.jp/fukuoka/topics/topics202303.pdf
　https:/www3.boj.or.jp/fukuoka/topics/topics202303.pdf
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（２） 

 

 
 

◆DIGITAL 朝日新聞 令和６年２月 27 日配信 

 九州半導体人材育成コンソーシアム 第４回会合 

https://news.yahoo.co.jp/articles/e5c15211158fb48f440ee7cece71c5257088f15b 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://news.yahoo.co.jp/articles/e5c15211158fb48f440ee7cece71c5257088f15b
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【資料７】日本私立学校振興・共済事業団 平成 31（2019）年度から令和５

（2023）年度までの「私立大学・短期大学等入学志願動向」による「区分ごと

の動向（大学院）」における「理・工学系」より抜粋 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 

◆日本私立学校振興・共済事業団による平成 31(2019)年度から令和 5(2023)年度までの「私立大学・短期大学

等入学志願動向」による「区分ごとの動向（大学院）」における「理・工学系」から抜粋 

https://www.shigaku.go.jp/s_center_d_shigandoukou.htm 

平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 平均

志願倍率 1.12 1.15 1.24 1.25 1.31 1.21

入学定員充足率（％） 88.01 88.3 96.22 97.26 102.95 94.55

0.06P 増加 

5.69P 増加 

大幅増加 

https://www.shigaku.go.jp/s_center_d_shigandoukou.htm
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【資料８】文部科学省 令和５年度学校基本調査－卒業後の状況調査票（大

学）－都道府県別状況別卒業者数より抜粋 

平成31年 令和3年 令和4年 令和5年

卒業者数 47,383 47,763 48,435 48,614

進学者 5,372 5,591 5,800 5,832

進学率 11.3 11.7 12.0 12.0

九州

沖縄

◆文部科学省 令和５年度学校基本調査－卒業後の状況調査票（大学）－都道府県別状況別卒業者数より抜粋 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400001&tstat=000001011528 

 

 

【資料９】文部科学省 令和３年度～令和５年度学校基本調査－卒業後の状況

調査票（高等学校）－都道府県別状況別卒業者数、および令和５年度学校基本

調査－学校調査票（高等学校）－学年別生徒数より抜粋 

（単位：人）

地区 大学進学年度 令和５年度 大学進学者数

令和３年度大学進学 学部３年生 59,370

令和４年度大学進学 学部２年生 60,333

令和５年度大学進学 学部１年生 60,197

生徒数

123,471

九州沖縄

九州沖縄・山口 高等学校３年生

 
 

◆文部科学省 令和３年度 令和４年度 令和５年度学校基本調査－卒業後の状況調査票（高等学校）－ 

都道府県別状況別卒業者数、および令和５年度学校基本調査－学校調査票（高等学校）－学年別生徒数より 

抜粋 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400001&tstat=000001011528 

 

 

（単位：人） 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400001&tstat=000001011528
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400001&tstat=000001011528
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【資料 10】文部科学省 令和５年度学校基本調査－卒業後の状況調査票（高等

学校）－都道府県別大学・短期大学等への進学者数より抜粋 

（単位：人）

卒業生数 進学者数 進学率

令和５年度大学進学 九州沖縄 116,503 60,197 51.7%

大学進学者数
地区年度

 
 

◆文部科学省 令和５年度学校基本調査－卒業後の状況調査票（高等学校）－都道府県別大学・短期大学等への

進学者数より抜粋 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400001&tstat=000001011528 

 

【資料 11】リクルート入試実態調査 2022 より抜粋 

 
 

（単位：人）

全国

志願者倍率 定員数 志願者数 志願倍率

システム・制御工学 9.60 781 5,934 7.60

情報工学 12.28 2,245 16,198 7.22

通信工学 13.44 74 1,122 15.16

電気工学 9.44 1,089 6,741 6.19

電子工学 10.71 899 7,361 8.19

工学分野計 5,088 37,356

九州・沖縄
学科系統（分野）

 
 

◆リクルート入試実態調査 2022 より抜粋 

 https://souken.shingakunet.com/research/pdf/2022_gakumonbunyabetsu_nishi.pdf 

今後、大学院受験対象者数が

大きく減少することはない 

工学分野抜粋 

当該分野における志願者数は、

今後上昇する余地が十分ある 

 

C 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400001&tstat=000001011528
https://souken.shingakunet.com/research/pdf/2022_gakumonbunyabetsu_nishi.pdf
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【資料 12】総務省統計局 人口推計－年次－2022 年－都道府県、年齢（5歳

階級）、男女別人口－総人口、日本人人口（2022 年 10 月 1日現在）より抜粋 

（単位：千人）

人数 うち男 うち女 人数 うち男 うち女

九州沖縄 654 335 319 669 344 328

〈参考〉全国 5,512 2,830 2,682 5,308 2,720 2,588

地区
19～15歳 14～10歳

 
 

 

 

 

◆総務省統計局 人口推計－年次－2022 年－都道府県、年齢（5 歳階級）、男女別人口－総人口、日本人人口

（2022 年 10 月 1 日現在）より抜粋 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200524&tstat=000000090001 

 

 

【資料 13】文部科学省 令和５年度学校基本調査－出身高校の所在地県別入学

者数より抜粋 

（単位：人）

人　　数 構成比

1 福岡県 15,028 57.7%

2 佐賀県 1,362 5.2%

3 熊本県 1,248 4.8%

4 長崎県 1,067 4.1%

5 鹿児島県 1,004 3.9%

他県 6,346 24.3%

26,055 100.0%全　　体

都道府県名

 
 

◆文部科学省 令和５年度学校基本調査－出身高校の所在地県別入学者数より抜粋 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400001&tstat=000001011528 

 

 

 

大学院受験対象者が急激に減少することはない 

75.7％ 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200524&tstat=000000090001
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400001&tstat=000001011528
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【資料 14】電子情報システム工学専攻の入学定員・収容定員の直近５年間の充

足状況 

（単位：人）

令和１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

入学定員 5 5 5 5 5 10

入学者数 4 1 6 5 5 11

入学定員充足率 80% 20% 120% 100% 100% 110%

収容定員 10 10 10 10 10 15

在学生数 6 5 7 11 10 16

収容定員充足率 60% 50% 70% 110% 100% 107%
 

 

 

 

◆電子情報システム工学専攻の入学定員・収容定員の直近５年間の充足状況（本学調べ） 

 

【資料 15】本専攻（電子情報システム工学専攻）の大学院進学率 

（単位：人）

令和１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

大学院入学者数 15 ※16 ※17 8 17

　⇒うち電子情報システム工学専攻

　　入学者数
4 1 6 5 5

　　⇒うち情報ネットワーク工学科からの

　　　入学者数
4 1 5 5 5

情報ネットワーク工学科からの進学率 6.3% 1.4% 7.9% 6.8% 4.7%

進学率平均

5.4%

※外部からの進学１名を含む

 

◆本専攻の大学院進学率（本学調べ） 

 

【資料 16】文部科学省 令和５年度学校基本調査－卒業後の状況調査票（大

学）－関係学科別 状況別 卒業数および令和５年度学校基本調査－卒業後の

状況調査票（大学）－関係学科別 進学者数より抜粋 

（単位：人）

令和５年３月 人数 進学率

大学卒業者数 590,162

　⇒うち工学系 87,851

　　⇒うち工学系大学院進学 33,792 38.47%
 

年々上昇 

30％以上乖離 

 

今後上昇する余地が十分ある 
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◆文部科学省 令和５年度学校基本調査－卒業後の状況調査票（大学）－関係学科別 状況別 卒業数 

および令和５年度学校基本調査－卒業後の状況調査票（大学）－関係学科別 進学者数より抜粋 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400001&tstat=000001011528 

【資料 17】競合校の設定および比較 

① 競合校設定 

 
 

 

 

② 比較 

 

◆競合校情報（各大学院ホームページより抜粋） 

（単位：人）

収容定員 学部偏差値 本学からの距離

本専攻 20 44

私立）福岡工業大学大学院

工学研究科　情報工学専攻
16 49 約48Km

私立）福岡大学大学院

工学研究科　電子情報工学専攻
20 52 約35Km

私立）崇城大学大学院

工学研究科　応用情報学専攻
20 52 約50Km

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400001&tstat=000001011528
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【資料 18】競合校の令和５年５月１日時点の収容定員充足率 

（単位：人）

本専攻 5 5 100% 10 10 100%

私立）福岡工業大学大学院

工学研究科

情報工学専攻

17 10 170% 40 20 200%

私立）福岡大学大学院

工学研究科

電子情報工学専攻

14 10 140% 28 20 140%

私立）崇城大学大学院

工学研究科

応用情報学専攻

9 10 90% 26 20 130%

入学定員

充足率
在学生数 収容定員

収容定員

充足率
入学者数 入学定員

 
 

◆競合校の令和５年５月１日時点の収容定員充足率（各大学院ホームページより抜粋） 

 

 

【資料 19】競合校の学生納付金額（各大学院ホームページより抜粋） 

（単位：円）

入学金 授業料等（年間） 年間納付金

他大学卒業・他大学院修了 110,000 846,750 956,750

本学卒業生 846,750 846,750

他大学卒業・他大学院修了 150,000 812,000 962,000

本学卒業生 812,000 812,000

他大学卒業・他大学院修了 120,000 788,100 908,100

本学卒業生 120,000 773,000 893,000

他大学卒業・他大学院修了 220,000 800,000 1,020,000

本学卒業生 220,000 800,000 1,020,000

本専攻

私立）福岡工業大学大学院

工学研究科

私立）福岡大学大学院

工学研究科

私立）崇城大学大学院

工学研究科
 

 

 

 

 

 

◆競合校の学生納付金額（各大学院ホームページより抜粋） 

 

 近隣大学院と比較しても低水準 
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【資料 20】収容定員増に関する進学ニーズ調査（学部生・社会人対象） 

調査用リーフレット 
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調査票様式 
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調査結果 

久留米工業大学大学院

定員増員に関するニーズ調査

結果報告書

【工学部３年生対象調査】

令和6年2月

「工学研究科　電子情報システム工学専攻」
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１．工学部３年生対象　調査概要

１）調査目的

　本調査は、2025年4月より久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　定員増員構想に伴う進学ニーズの把握を目的とし、当該専攻に入学が想定される工学部3年生

　を対象に、その関心度や入学意向を聴取したものである。

２）調査概要

依頼数

回収数

回収率

工学部３年生対象調査

調査対象 工学部３年生

調査方法 アンケート調査

・情報ネットワーク工学科

・教育創造工学科

・建築・設備工学科

・機械システム工学科

・交通機械工学科

調査学科

220名

調査項目

・性別

・所属学科

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の

　特色に対する魅力度

・卒業後の進路

・進学選択者の志望設置者

・興味のある学問分野

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　への受験意向

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　への入学意向

・就職選択者が奨学金制度該当となった場合の

　久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　への入学意向

220名

100.0%

調査期間 2023年12月～2024年1月

調査対象数
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２．工学部３年生対象　調査結果まとめ

１）概要

■本調査は、「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」の定員増員に対する

　需要を確認するための調査を目的として実施。

　増員年度に大学院入学対象となる各学科の3年生へ2023年11月～2024年1月の間調査を実施し220名

　から回答を得て、集計・分析を行った。

２）久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の特色に対する

　　魅力度

■「電子情報システム工学専攻」の特色および進学支援策に対する魅力度（※）は4項目が70％を超えた。

　特に魅力度が高い（魅力度77.7％）のは「本学独自の奨学金」続いて「研究教育環境」であった。

※複数回答

57名 25.9% 53名 24.2%

114名 51.8% 116名 53.0%

３）大学卒業後の希望進路および興味のある学問分野

■「情報ネットワーク工学科」で31名、「機械システム工学科」で9名が「進学」希望。

情報 機械

31名 9名

■「進学」希望者の興味ある学問系統は「電子情報分野」が圧倒的。

※複数回答 情報 機械

29名 8名

　定員増員はニーズに合致していると判断できる。

４）「電子情報システム工学専攻」入学意向へのクロス集計

■「進学」「電子情報分野に興味」「本学大学院が希望設置者」「本学大学院を第１志望で受験」

　「合格の場合入学」と回答した人数をクロス集計により求めた結果、29名の入学意向者がおり

　増員予定の定員数を上回る結果となった。

受験希望者

29名

3名

4名

■進路に「就職」を選択している学生のうち、21名が「独自の奨学金制度に該当した場合は入学したい」

　と回答。本学は経済的理由が解消すれば、大学院進学意向者が多い。

進路：就職

21名

148名入学しない

入学する

奨学金該当の場合

入学しない

上位志望校が不合格の場合

研究教育環境

入学する

入学希望

電子情報分野

奨学金

ある程度魅力

とても魅力

進学
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３．工学部３年生対象　調査結果

１）回答者の属性

■回答者の性別は「男性」が89.1％、「女性」が10.9％である。

（単位：人）

性別

男性 196 89.1%

女性 24 10.9%

■回答者のうち、「電子情報システム工学専攻」に興味があろう「情報ネットワーク工学科」の回答は

　32.3％を占め、最も多い。

（単位：人）

学科

情報 71 32.3%

交通 41 18.6%

機械 40 18.2%

建築 34 15.5%

教育 34 15.5%

２）久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の特色に対する

　　魅力度

■「電子情報システム工学専攻」の特色および進学支援策に対する魅力度（※）は4項目が70％を

　超えており、そのうち2項目では77％を超える結果。

　　※魅力度とは：「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した割合の合計数

■特に魅力度が高い（「とても魅力」が高割合の25.9％）のは「本学独自の奨学金」であった。

　3年次修了時点の成績（GPA評価）や3年次の修得単位に応じた奨学金給付など、学びの機会の拡充

　に魅力を感じる結果であった。

人数

人数
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３．工学部３年生対象　調査結果（続き）

■次に魅力度が高い（「とても魅力」が24.2％）のは「研究教育環境」であった。

　令和7年度に完成予定の電子情報システム工学専攻大学院生専用スペース設置予定で最先端の教育

　システム等が導入されること、及び高性能ノートPCの貸与に大きな魅力を感じている結果となった。

■さらに魅力度は「AI・データサイエンス等の実践的教育」と続き、「地域課題解決型高度AI教育

　プログラム」や地域課題解決型PBLによる企業とともにAIを用いた実践的課題解決に興味を持つ

　学生が多いこともみられた。

　福岡県南部唯一の理工系大学として、筑後地域に高度情報人材として羽ばたく場ができることへの

　魅力が結果に表れた。

（単位：人） 奨学金 研究教育環境 AI・DS 社会人 コーオプ

57 53 46 38 37

25.9% 24.2% 20.9% 17.3% 16.8%

114 116 115 116 111

51.8% 53.0% 52.3% 52.7% 50.5%

36 38 46 51 55

16.4% 17.4% 20.9% 23.2% 25.0%

13 12 13 15 17

5.9% 5.5% 5.9% 6.8% 7.7%

77.7% 77.2% 73.2% 70.0% 67.3%

あまり魅力でない

ある程度魅力

とても魅力

魅力度

まったく魅力はない
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３．工学部３年生対象　調査結果（続き）

３）大学卒業後の希望進路および興味のある学問分野

■回答者の大学卒業後の希望進路を複数回答で聴取したところ、3つの学科にて85％以上が「就職」

　を希望する結果となった。

■一方で「情報ネットワーク工学科」で33.7％、「機械システム工学科」で21.4％の「進学」希望が

　あり、今回の「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」定員増員を

　ターゲットとする対象に調査実施できていると考えられる。

※複数回答 （単位：人）

情報 機械 交通 建築 教育

58 30 36 31 33

63.0% 71.4% 85.7% 91.2% 97.1%

31 9 5 1 0

33.7% 21.4% 11.9% 2.9% 0.0%

3 3 1 0 1

3.3% 7.1% 2.4% 0.0% 2.9%

0 0 0 2 0

0.0% 0.0% 0.0% 5.9% 0.0%
その他

いずれ大学院

進学

就職
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３．工学部３年生対象　調査結果（続き）

■更に、「進学」希望者の興味ある学問系統は「電子情報分野」が圧倒的であり（情報：82.9％、

　機械：57.1％）、今回の「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　定員増員はニーズに合致していると判断できる。

※複数回答 （単位：人） 情報 機械

29 8

82.9% 57.1%

3 4

8.6% 28.6%

3 0

8.6% 0.0%

0 2

0.0% 14.3%

４）進学選択者の志望設置者・受験以降・入学意向

■「進学希望」「いずれ大学院」選択者の志望設置者は63.5％（47名）が「久留米工業大学大学院」と

　回答し、そのうち68.1％（32名）が第1志望としている。

　合格の場合「入学する」回答も現状すでに増員予定数を超える希望人数（31名）となっている。

■更に、第2志望の場合でも88.9％（8名）が「志望上位順位校が不合格の場合に入学する」と回答して

　おり、入学意向者数は予定している入学定員数を上回る結果が得られた。

その他

自然科学

電子情報分野

以外の分野

電子情報分野
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３．工学部３年生対象　調査結果（続き）

入学する 31名 96.9%

不合格の場合 0名 0.0%

入学しない 1名 3.1%

入学する 0名 0.0%

不合格の場合 8名 88.9%

入学しない 1名 11.1%

入学する 0名 0.0%

不合格の場合 1名 50.0%

入学しない 1名 50.0%

入学する 3名 100.0%

不合格の場合 0名 0.0%

入学しない 0名 0.0%

入学する 0名 0.0%

不合格の場合 7名 100.0%

入学しない 0名 0.0%

入学する 0名 0.0%

不合格の場合 2名 100.0%

入学しない 0名 0.0%

入学する 3名 100.0%

不合格の場合 0名 0.0%

入学しない 0名 0.0%

入学する 0名 0.0%

不合格の場合 1名 100.0%

入学しない 0名 0.0%

入学する 0名 -

不合格の場合 0名 -

入学しない 0名 -

入学する 3名 100.0%

不合格の場合 0名 0.0%

入学しない 0名 0.0%

入学する 0名 0.0%

不合格の場合 1名 100.0%

入学しない 0名 0.0%

入学する 0名 0.0%

不合格の場合 1名 100.0%

入学しない 0名 0.0%

志望設置者 本学大学院受験希望 合格した場合の入学希望

本学

大学院
47名 63.5%

第1志望 32名 68.1%

第2志望 9名 19.1%

第3志望 2名 4.3%

受験しない 4名 8.5%

国立 16名 21.6%

第1志望 3名

受験しない 4名

受験しない 1名

18.8%

第2志望 7名 43.8%

第3志望 2名 12.5%

受験しない 1名

25.0%

公立 5名 6.8%

第1志望 3名 60.0%

第2志望 1名 20.0%

第3志望 0名 0.0%

16.7%

20.0%

私立 6名 8.1%

第1志望 3名 50.0%

第2志望 1名 16.7%

第3志望 1名 16.7%
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３．工学部３年生対象　調査結果（続き）

５）「電子情報システム工学専攻」入学意向へのクロス集計

■回答者全体のうち46名（18.9％）が卒業後の進路に「進学」を選択。

（単位：人）

卒業後進路

就職 188 77.0%

進学 46 18.9%

いずれ大学院 8 3.3%

その他 2 0.8%

■「進学希望者」のうち、39名（69.6％）が「電子情報分野」に興味を持つ。

※複数回答 （単位：人）

興味ある分野

電子情報分野 39 69.6%

電子情報以外の分野 11 19.6%

自然科学 5 8.9%

その他 1 1.8%

■「進学希望」および「「電子情報分野に興味」のうち、36名（70.6％）が学びの場に本学大学院を希望。

※複数回答 （単位：人）

進学希望設置者

本学大学院 36 70.6%

国立 8 15.7%

公立 3 5.9%

私立 4 7.8%

■本学大学院への進学を希望する学生のうち、30名（83.3％）が本学大学院を第１志望として受験を希望。

　「受験しない」を選択した学生は1名（2.8％）であり、本学大学院への進学を希望する学生はほぼ全員

　受験すると回答。

（単位：人）

受験希望

第1志望 30 83.3%

第2志望 3 8.3%

第3志望 2 5.6%

受験しない 1 2.8%

全体

電子情報分野に興味

進学希望者

本学大学院
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３．工学部３年生対象　調査結果（続き）

■本学大学院を受験して合格した場合、29名（80.6％）が「入学する」と回答。

　ターゲットをより精緻に限定しても、定員増員予定数を上回る入学意向者がみられる。

（単位：人）

入学希望

入学する 29 80.6%

上位志望校が

不合格の場合
3 8.3%

入学しない 4 11.1%

（単位：人）

情報 24

交通 0

機械 5

建築 0

教育 0

６）独自の奨学金制度に該当した場合の入学意向

■進路に「就職」を選択している学生のうち、21名（12.4％）が「独自の奨学金制度に該当した場合は

　入学したい」と回答。本学は経済的理由が解消すれば、大学院進学意向者が多い。

奨学金該当の場合

入学する 21 12.4%

入学しない 148 87.6%

受験希望者

進路：就職
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久留米工業大学大学院

定員増員に関するニーズ調査

結果報告書

【情報ネットワーク工学科４年生対象調査】

令和6年2月

「工学研究科　電子情報システム工学専攻」
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１．情報ネットワーク工学科４年生対象　調査概要

１）調査目的

　本調査は、2025年4月より久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　定員増員構想に伴う入学ニーズの把握を目的とし、増員年度にリカレント教育にて大学院入学対象

　となる情報ネットワーク工学科４年生（大学院進学者を除く）を対象に、その関心度や入学意向を

　聴取したものである。

２）調査概要

依頼数

回収数

回収率

情報ネットワーク工学科４年生対象調査

調査対象 大学院進学者を除く情報ネットワーク工学科４年生

調査方法 アンケート調査

51名

調査項目

・性別

・所属学科

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の

　特色に対する魅力度

・興味のある学問分野

・教育を受ける場合の教育機関

・教育を受ける場を「大学院」選択の場合の志望設置者

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　への受験意向

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　への入学意向

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の

　特色を利用できる場合の入学意向

51名

100.0%

調査期間 2023年12月

調査対象数
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２．情報ネットワーク工学科４年生対象　調査結果まとめ

１）概要

■本調査は、「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」の定員増員に対する

　需要を確認するための調査を目的として実施。

　増員年度にリカレント教育にて大学院入学対象となる情報ネットワーク工学科４年生（大学院進学者

　は除く）へ、2023年11月に調査を実施し、51名から回答を得て、集計・分析を行った。

２）興味のある分野および久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学

　　専攻」の特色に対する魅力度

■45名が「情報分野」に興味を持つ結果となった。

興味を持つ

24名

21名

■「電子情報システム工学専攻」の特色および進学支援策に対する魅力度（※）は5項目全て80％を

　　超えた。特に魅力度が高いのは「AI・データサイエンス等の実践的教育」で、94.1％であった。

※複数回答

17名 33.3%

31名 60.8%

３）「電子情報システム工学専攻」定員増員の場合の入学意向

■電子情報システム工学科の収容定員が増えた場合、16名が受験を希望。

　そのうち、5名が第１志望として受験を希望。

■受験して合格した場合、7名が「入学する」と回答。

　収容定員が増えた場合の社会人ニーズは一定数あるという結果となった。

受験希望 本学大学院 入学希望 受験希望者

第1志望 5名 入学する 7名

第2志望 7名

第3志望 4名

４）社会人コースやコーオプを利用できる場合の入学意向

■進路に「就職」を選択している学生のうち、8名が「社会人コースやコーオプが利用できる場合は

　入学したい」と回答。

　特色に魅力を感じ「利用できるなら入学したい」というニーズがある結果となった。

ある程度魅力

AI・DS

学問分野

電子・情報工学

AI・データサイエンス

とても魅力
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３．情報ネットワーク工学科４年生対象　調査結果

１）回答者の属性

■回答者の性別は「男性」が96.1％、「女性」が3.9％である。

（単位：人）

性別

男性 49 96.1%

女性 2 3.9%

２）興味のある学問分野

■回答者に興味ある分野を複数回答で聴取したところ、34.3％が「情報分野」に興味を持つ結果となった。

　今回の「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」定員増員をターゲット

　とする対象に調査実施できていると考えられる。

※複数回答 （単位：人）

情報

24

18.3%

21

16.0%

86

65.6%

３）久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の特色に対する

　　魅力度

■「電子情報システム工学専攻」の特色および進学支援策に対する魅力度（※）は5項目全て80％を

　　超えており、そのうち1項目では94％を超える結果。

　　※魅力度とは：「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した割合の合計数

■特に魅力度が高い（94.1％）のは「AI・データサイエンス等の実践的教育」であった。

　「地域課題解決型高度AI教育プログラム」や地域課題解決型PBLによる企業とともにAIを用いた

　実践的課題解決に興味を持つ学生が多いこともみられた。

学問分野

電子・情報工学

AI・データサイエンス

情報分野以外

人数

 
 

  



 

 

 

学生の確保の見通し等を記載した書類（資料）- 39 - 

 

３．情報ネットワーク工学科４年生対象　調査結果（続き）

■次に魅力度が高い（「とても魅力」が高割合の47.1％）のは「本学独自の奨学金」であった。

　3年次修了時点の成績（GPA評価）や3年次の修得単位に応じた奨学金給付など、学びの機会の拡充に

　魅力を感じる結果であった。

（単位：人） AI・DS 奨学金 コーオプ 研究教育環境 社会人

17 24 23 21 20

33.3% 47.1% 45.1% 41.2% 39.2%

31 21 22 22 21

60.8% 41.2% 43.1% 43.1% 41.2%

1 3 3 6 9

2.0% 5.9% 5.9% 11.8% 17.6%

2 3 3 2 1

3.9% 5.9% 5.9% 3.9% 2.0%

94.1% 88.2% 88.2% 84.3% 80.4%

４）大学院にてリカレント教育を受ける場合の志望設置者

■大学院にてリカレント教育を受ける場合の志望設置者は、40.7％（11名）が「国立」。

　次いで33.3％（9名）が「久留米工業大学大学院」を第１志望とする結果であった。

　社会人になってからも学びの場に本学大学院を選択するニーズは一定数あると判断できる。

まったく魅力はない

あまり魅力でない

ある程度魅力

とても魅力

魅力度
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３．情報ネットワーク工学科４年生対象　調査結果（続き）

※複数回答 （単位：人）

本学大学院 9 33.3%

国立 11 40.7%

公立 4 14.8%

私立 3 11.1%

５）「電子情報システム工学専攻」定員増員の場合の入学意向

■電子情報システム工学科の収容定員が増えた場合、「16名（32％）」が受験を希望。

　そのうち、5名が第１志望として受験を希望。

（単位：人）

受験希望

第1志望 5 10.0%

第2志望 7 14.0%

第3志望 4 8.0%

受験しない 34 68.0%

■本学大学院を受験して合格した場合、7名（43.8％）が「入学する」と回答。

　収容定員が増えた場合の社会人ニーズは一定数あるという結果となった。

（単位：人）

入学希望

入学する 7 43.8%

上位志望校が

不合格の場合
8 50.0%

入学しない 1 6.3%

志望設置者

本学大学院

受験希望者
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３．情報ネットワーク工学科４年生対象　調査結果（続き）

６）社会人コースやコーオプを利用できる場合の入学意向

■進路に「就職」を選択している学生のうち、8名（15.7％）が「社会人コースやコーオプが利用できる

　場合は入学したい」と回答。

「電子情報システム工学専攻」の特色に魅力を感じ「利用できるなら入学したい」というニーズがある

　結果となった。

8 15.7%

39 76.5%

4 7.8%

進路：就職

未回答

入学しない

入学する

社会人コース・コーオプ利用
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久留米工業大学大学院

定員増員に関するニーズ調査

結果報告書

【社会人対象調査】

令和6年2月

「工学研究科　電子情報システム工学専攻」
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１．社会人対象　調査概要

１）調査目的

　本調査は、2025年4月より久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　定員増員構想に伴う入学ニーズの把握を目的とし、リカレント教育に興味があり、新たに学びたい

　分野がある社会人を対象に、その関心度や入学意向を聴取したものである。

２）調査概要

依頼数

回収数

回収率

・年齢

・居住地

社会人対象調査

調査対象 久留米工業大学地域連携推進協議会　会員企業

調査方法 郵送調査

・業種

51社（1～5名の回答を依頼）

調査項目

・性別・年齢・居住地

・勤続年数・業種

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の

　特色に対する魅力度

・興味のある学問分野

・教育を受ける場合の教育機関

・教育を受ける場を「大学院」選択の場合の志望設置者

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　への受験意向

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　への入学意向

63名

61.8%（各社2名の提出見込みとして算出）

調査期間 2023年12月～2024年1月

調査対象数

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

学生の確保の見通し等を記載した書類（資料）- 44 - 

 

２．社会人対象　調査結果まとめ

１）概要

■本調査は、「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」の定員増員に対する

　需要を確認するための調査を目的として実施。

　久留米工業大学地域連携推進協議会会員企業51社へ2023年12月から2024年1月に調査を実施し

　リカレント教育に興味がある社会人63名から回答を得て、集計・分析を行った。

２）回答者の属性

■性別・年齢は「50代男性」が14名と最も多く、次いで「20代男性」「40代男性」12名と続く。

■居住地は、久留米工業大学大学院の所在地である「福岡県」が90％（56名）を占め、最も多い。

■勤務先業種としては「製造業」が27％（17名）で最も多い。次いで「情報通信業」が15名であり、

　情報分野に興味がある社会人の意見を聴取できていると考えられる。

■勤続年数は、「～10年」17名、「31～40年」12名が多い。

３）興味のある分野および久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学

　　専攻」の特色に対する魅力度

■67名が「情報分野」に興味を持つ結果となった。

興味を持つ

20名

47名

■「電子情報システム工学専攻」の特色および進学支援策に対する魅力度（※）は5項目全て85％を

　　超えた。特に魅力度が高いのは「AI・データサイエンス等の実践的教育」であった。

■魅力を全く感じないとの回答は0％であり、社会人に対して魅力は訴求できている。

※複数回答

30名 47.6% 24名 38.1%

32名 50.8% 32名 50.8%

４）「電子情報システム工学専攻」定員増員の場合の入学意向

■電子情報システム工学科の収容定員が増えた場合、17名が受験を希望。

　そのうち、12名が第１志望として受験を希望。

■受験して合格した場合、7名が「入学する」と回答。

　収容定員が増えた場合の社会人ニーズは一定数あるという結果となった。

受験希望 本学大学院 入学希望 受験希望者

第1志望 12名 入学する 10名

第2志望 5名

第3志望 0名

学問分野

AI・DS

ある程度魅力

社会人

電子・情報工学

AI・データサイエンス

とても魅力
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３．社会人対象　調査結果

１．回答者の属性

■回答者の性別・年齢は「50代男性が22.6％（14名）」と最も多く、次いで「20代男性」が19.4％

　（12名）、「40代男性」19.4％（12名）と続く。

（単位：人） （単位：人）

性別・年齢

20代 12 19.4% 6 9.7%

30代 7 11.3% 3 4.8%

40代 12 19.4% 2 3.2%

50代 14 22.6% 1 1.6%

60代 4 6.5% 0 0.0%

70代 1 1.6% 0 0.0%

無回答 0 0.0% 0 0.0%

■回答者の居住地は、久留米工業大学大学院の所在地である「福岡県」が90％（56名）を占め、

　最も多い。

（単位：人）

居住地

東京都 2 3%

兵庫県 1 2%

福岡県 56 90%

佐賀県 3 5%

男性 女性

回答者数
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３．社会人対象　調査結果（続き）

■回答者の勤務先業種としては「製造業」が27％（17名）で最も多い。

　次いで「情報通信業」が24％（15名）であり、情報分野に興味がある社会人の意見を聴取できている

　と考えられる。

（単位：人） （単位：人）

0 0% 1 2%

5 8% 0 0%

17 27% 1 2%

1 2% 0 0%

15 24% 8 13%

0 0% 6 10%

0 0% 0 0%

8 13%

■回答者の勤続年数は、「～10年」27％（17名）、「31～40年」19％（12名）が多い。

　転職等を意識する20代と、社会人として経験を積んだ50代が多くリカレント教育に興味を持っている

　結果となった。

（単位：人） （単位：人）

勤続年数

～10年 17 27% 9 15%

11～20年 11 18% 2 3%

21～30年 7 11% 0 0%

31～40年 12 19% 1 2%

40年～ 2 3% 0 0%

無回答 1 2% 0 0%

運輸業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

業種回答者数 回答者数

男性 女性

製造業

建設業

農・林・漁・鉱業

複合サービス

サービス業

公務

その他

業種

不動産業

飲食店・宿泊業

医療・福祉

金融・保険業

卸売・小売業
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３．社会人対象　調査結果（続き）

２．久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の特色に対する

　　魅力度

■「電子情報システム工学専攻」の特色に対する魅力度（※）は3項目が非常に高い魅力度となった。

　※魅力度とは：「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した割合の合計数

■特に魅力度が高い（98.4％）のは「AI・データサイエンス等の実践的教育」であった。

　AI・データサイエンスに興味のある社会人が多い結果となった。

■次に魅力度が高い（「とても魅力」が38.1％）のは「社会人コース」であった。

　在職のまま入学を希望する社会人に対する教育制度として魅力を感じている結果となった。

■リカレント教育に興味がある社会人に、「電子情報システム工学専攻」の特色に対する魅力を全く

　感じないとの回答は0％であり、社会人に対して魅力は訴求できている。

（単位：人） AI・DS 社会人 研究教育環境 コーオプ

30 24 22 18

47.6% 38.1% 34.9% 28.6%

32 32 34 36

50.8% 50.8% 54.0% 57.1%

1 6 7 8

1.6% 9.5% 11.1% 12.7%

0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

98.4% 88.9% 88.9% 85.7%魅力度

まったく魅力はない

あまり魅力でない

ある程度魅力

とても魅力

 
 



 

 

 

学生の確保の見通し等を記載した書類（資料）- 48 - 

 

３．社会人対象　調査結果（続き）

３．興味のある学問分野

■回答者に興味ある分野を複数回答で聴取したところ、44.3％が「情報分野」に興味を持つ結果と

　なった。

　今回の「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」定員増員をターゲットと

　する対象に調査実施できていると考えられる。

※複数回答 （単位：人）

情報

20

13.2%

47

31.1%

84

55.6%

４．大学院にてリカレント教育を受ける場合の志望設置者

■大学院にてリカレント教育を受ける場合の志望設置者は、38.1％（24名）が「国立」。

　次いで36.5％（23名）が「久留米工業大学大学院」を第１志望とする結果であった。

※複数回答 （単位：人）

本学大学院 23 36.5%

国立 24 38.1%

公立 10 15.9%

私立 6 9.5%

５．「電子情報システム工学専攻」定員増員の場合の入学意向

■電子情報システム工学科の収容定員が増えた場合、「17名（29.3％）」が受験を希望。

　そのうち、12名が第一志望として受験を希望。

（単位：人）

受験希望

第1志望 12 20.7%

第2志望 5 8.6%

第3志望 0 0.0%

受験しない 41 70.7%

学問分野

志望設置者

本学大学院

情報分野以外

AI・データサイエンス

電子・情報工学
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３．社会人対象　調査結果（続き）

■本学大学院を受験して合格した場合、10名（58.8％）が「入学する」と回答。

　収容定員が増えた場合の社会人ニーズは一定数あるという結果となった。

（単位：人）

10 58.8%

6 35.3%

1 5.9%

受験希望者

入学しない

上位志望校が不合格の場合

入学する

入学希望
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【資料 21】収容定員増に関する採用ニーズ調査（企業対象）  

調査用リーフレット 
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調査票様式 
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調査結果 

久留米工業大学大学院

令和6年2月

【企業対象調査】

結果報告書

定員増員に関する採用ニーズ調査

「工学研究科　電子情報システム工学専攻」
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１．企業対象　採用ニーズ調査概要

１）調査目的

　本調査は、2025年4月より久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　定員増員構想に伴う社会的ニーズの把握を目的とし、当該専攻の卒業生の就職先として想定される

　企業を対象に、その関心度や想定する採用人数等を聴取したものである。

２）調査概要

北海道 栃木県 埼玉県 東京都 神奈川県 愛知県

大阪府 兵庫県 広島県 愛媛県 福岡県 佐賀県

長崎県 熊本県 宮崎県 鹿児島県

依頼数

回収数

回収率

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　卒業生の毎年の採用想定人数

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　卒業生に対する採用意向

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の

　社会的必要性

調査項目

調査期間

・採用したい分野

・本年度の新卒採用予定数

・正規正社員の新卒平均採用人数

調査対象数

・久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の

　特色に対する魅力度

企業対象調査

2023年12月18日（月）～2024年1月10日（水）

81.1%

116社

143社

調査エリア

調査対象

調査方法 郵送調査

企業の採用担当者

・従業員数

・業種

・本社所在地

・人事採用への関与度
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２．企業対象　採用ニーズ調査結果まとめ

１）概要

■本調査は、2025年4月より久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」

　定員増員構想に伴う社会的ニーズの把握を目的として実施した。

　当該専攻の卒業生の就職先として想定される企業116社より有効な回答を得て、集計・分析を行った。

２）回答企業の新卒採用状況・新卒採用予定数・採用したい学問

■毎年、新卒正規社員を採用している企業は全体の88.5％とほとんどである。

■回答企業の本年度の新卒採用予定数は「昨年度並み」が56.4％で最も多い。

　次いで「増やす」が33.3％であり、回答企業の89.7％が昨年と同等かそれ以上の採用が予定されている。

新卒採用予定数

増やす 26社 33.3%

昨年度並み 44社 56.4%

■回答企業の採用したい学問分野を複数回答で聴取したところ「工学（機械・電気・環境・経営）」

　の割合が35％と高かった。次いで「情報工学・AI・データサイエンス」が23％と続き、当該専攻の

　卒業生の採用ニーズは多いと判断できる。

36社 23%

54社 35%

３）久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の社会的必要性

■社会的必要性については99.1％（116社中、115社）が「必要だと思う」と回答。

　多くの企業からこれからの社会にとって必要な専攻であると評価されている結果であった。

115社 99.1%

４）久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」卒業生に対する

　　採用意向・毎年の採用想定人数

■「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」卒業生を「採用したいと思う」

　と答えた企業は115社中95社（82.6％）である。

■「採用したいと思う」と答えた95社へ卒業生の採用を毎年何名程度想定しているか聞いたところ、

　採用想定人数の合計は178名で、予定している増員定員数20名を大きく上回っている。

　このことから、安定した人材需要があることが伺える。

95社

178名

必要だと思う

毎年の採用想定人数

採用意向企業

回答数

採用したい分野 回答数

情報工学・AI・ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ

工学（機械・電気・環境・経営）

必要性 回答数
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３．企業対象　採用ニーズ調査結果

１）回答企業の属性

■回答者の人事採用への関与度を聞いたところ、「採用の権限があり、選考に関わっている」人は

　21.6%、「採用の決裁権限はないが、選考に関わっている」人は70.7%と、採用や選考に関わる

　人事担当者からの意見を聴取できていると考えられる。

（単位：社）

関与度

決裁権有

選考関与有
25 21.6%

決裁権無

選考関与有
82 70.7%

採用関与無 6 5.2%

その他 1 0.9%

無回答 2 1.7%

■回答企業の本社所在地は、久留米工業大学大学院の所在地である「福岡県」が39％を占め、最も多い。

　次いで「東京都」が24％、「大阪府」が9％である。

（単位：社） （単位：社）

本社所在地 本社所在地

北海道 1 1% 愛媛県 1 1%

栃木県 1 1% 福岡県 45 39%

埼玉県 1 1% 佐賀県 5 4%

東京都 28 24% 長崎県 1 1%

神奈川県 6 5% 熊本県 2 2%

愛知県 3 3% 宮崎県 3 3%

大阪府 11 9% 鹿児島県 1 1%

兵庫県 3 3% 無回答 0 0%

広島県 4 3%

回答数

回答数 回答数
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３．企業対象　採用ニーズ調査結果（続き）

■回答企業の業種としては「建設業」が34％で最も多い。

　次いで「製造業」が31％、「サービス業」が14％である。

（単位：社） （単位：社）

0 0% 1 1%

39 34% 0 0%

36 31% 0 0%

2 2% 1 1%

11 9% 16 14%

2 2% 1 1%

2 2% 1 1%

4 3%

■回答企業の従業員数（正規社員）は「100～500名」が31.0％で最も多い。

　次いで「1,000～5,000名未満」が21.6％、「500～1,000名未満」「50名未満」が16.4％であった。

（単位：社）

19 16.4%

12 10.3%

36 31.0%

19 16.4%

25 21.6%

5 4.3%

製造業

金融・保険業

卸売・小売業

運輸業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業

複合サービス

医療・福祉

飲食店・宿泊業

不動産業

回答数 回答数

回答数

業種

5,000名以上

1,000～5,000名未満

500～1,000名未満

100～500名未満

50～100名未満

50名未満

従業員数

建設業

農・林・漁・鉱業

業種

その他

公務
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３．企業対象　採用ニーズ調査結果（続き）

２）回答企業の新卒採用状況・新卒採用予定数・採用したい学問

■回答企業の平均的な新卒正規社員の採用人数は「1～5名」が23.1％で最も多い。

　次いで「5～10名未満」が19.2％、「10～20名未満」が12.8％である。

　毎年、新卒正規社員を採用している企業が全体の88.5％とほとんどである。

（単位：社）

新卒平均採用数

0名 9 11.5%

1～5名未満 18 23.1%

5～10名未満 15 19.2%

10～20名未満 10 12.8%

20～30名未満 7 9.0%

30～50名未満 6 7.7%

50～100名未満 7 9.0%

100名以上 6 7.7%

無回答 38 －

■回答企業の本年度の新卒採用予定数は「昨年度並み」が56.4％で最も多い。

　次いで「増やす」が33.3％であり、回答企業の89.7％が昨年と同等かそれ以上の採用が予定されている。

（単位：社）

新卒採用予定数

増やす 26 33.3%

昨年度並み 44 56.4%

減らす 1 1.3%

未定 7 9.0%

無回答 38 －

■回答企業の採用したい学問分野を複数回答で聴取したところ「工学（機械・電気・環境・経営）」の

　割合が35％と高かった。

　次いで「工学研究部　電子情報システム工学専攻」の学びに関連のある「情報工学・AI・データサイ

　エンス」が23％と続き、採用ニーズは多いと判断できる。

回答数

回答数
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３．企業対象　採用ニーズ調査結果（続き）

※複数回答 （単位：社）

36 23% 0 0%

54 35% 3 2%

6 4% 1 1%

10 6% 5 3%

4 3% 4 3%

1 1% 2 1%

3 2% 0 0%

0 0% 4 3%

0 0% 23 15%

３）久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の特色に対する

　　魅力度

■「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」の特色に対する魅力度（※）

　は92.2％と非常に高い結果となった。

　※「魅力度」：「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した企業の合計値

（単位：社）

29 37.7%

42 54.5%

6 7.8%

0 0.0%

39 －

回答数

魅力度 回答数

とても魅力

分野は問わない

その他

芸術学

社会学

法学

経営学・経済学・商学

語学・国際関係学

文学

教員養成学・教育学

採用したい分野

理学

数学

ある程度魅力

あまり魅力でない

全く魅力はない

無回答

回答数

工学（機械・電気・環境・経営）

情報工学・AI・ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ

採用したい分野

医学・私学・薬学

看護学・保健学

総合科学

生活科学

能楽・水産学
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３．企業対象　採用ニーズ調査結果（続き）

４）久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」の社会的必要性

■「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」の社会的必要性については

　99.1％（116社中、115社）が「必要だと思う」と回答しており、多くの企業からこれからの社会に

　とって必要な専攻であると評価されている結果であった。

（単位：社）

115 99.1%

1 0.9%

0 0.0%

５）久留米工業大学大学院「工学研究科　電子情報システム工学専攻」卒業生に対する

　　採用意向・毎年の採用想定人数

■「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」卒業生を「採用したいと思う」

　と答えた企業は82.6％（115社中、95社）である。

（単位：社）

95 82.6%

20 17.4%

1 0.9%

■「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」卒業生を「採用したいと思う」

　と答えた95社へ卒業生の採用を毎年何名程度想定しているか聞いたところ、採用想定人数の合計は

　178名で予定している増員定員数20名を大きく上回っている。

　このことから、安定した人材需要があることが伺える。

採用想定人数 1名 2名 3名 4名 5～9名 10名以上 無回答

50 20 11 0 7 2 5

52.6% 21.1% 11.6% 0.0% 7.4% 2.1% 5.3%

採用想定人数

（単位：人）
50 40 33 0 35 20 －

※「5～9名」＝5名、「10名以上」＝10名　を代入し合計値を算出

増員定員数20名を大きく上回る

95 社

178 名

回答数

回答数

採用意向企業

毎年の採用想定人数（計）

回答数

（単位：社）

採用意向

採用したいと思う

採用したいと思わない

無回答

無回答

必要だと思わない

必要だと思う

必要性
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３．企業対象　採用ニーズ調査結果（続き）

６）属性別分析

【属性別】本社所在地別

■久留米工業大学大学院の所在地である「福岡県」に本社がある企業からの採用意向は68.9％。

　採用想定人数は45名で、予定している増員定員数を2倍以上上回っている。

　また、福岡県以外の九州エリアにおいても採用意向は100％であり、採用想定人数合計は15名。

　九州エリアのほぼ全域において採用ニーズは高い結果。

【属性別】業種別

■業種が「情報通信業」である企業からの採用意向は100％。

　採用想定人数の合計は28名で、予定している増員定員数を上回っている。

【属性別】従業員数別

■従業員の多少にかかわらず、すべての層で半数以上の企業で採用意向が見られる。

　従業員数が「100～500名未満」「500～1,000名未満」「1,000～5,000名未満」の企業では90％前後、

　特に「5,000名以上」では100％の企業で採用意向が見られる。

【属性別】本年度の新卒採用予定数別

■本年度の新卒採用を「増やす」予定の企業からの採用意向は80.8％（26社中21社）。

　採用想定人数の合計は43名で、予定している増員定員数を2倍以上上回っている。

　「昨年度並み」予定の企業からの採用意向は84.1％（44社中37社）、採用想定人数の合計は57名で

　予定している増員定員数を大きく上回っている。

【属性別】採用したい学問分野別

■「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」の学びと関連する「情報工学・AI・

　データサイエンス」を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は100％（36社中36社）

　で、採用想定人数の合計は63名と定している増員定員数を3倍以上上回っている。

【属性別】特色に対する魅力度別

■「久留米工業大学大学院　工学研究科　電子情報システム工学専攻」の特色に「とても魅力を感じて

　いる」企業の採用意向は96.6％（29社中28社）で、採用人数も60名と予定している増員定員数を大きく

　上回っている。
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３．企業対象　採用ニーズ調査結果（続き）

■「採用したいと思う」と回答した企業を【採用意向企業】と定義し、さらに【採用意向企業】が示す

　具体的な人数を【採用想定人数】と定義する。

116社 95社 178名

45社 31社 45名

5社 5社 7名

2社 2社 2名

3社 3社 5名

1社 1社 1名

業種別 11社 11社 28名

19社 12社 19名

12社 8社 8名

36社 30社 44名

19社 18社 38名

25社 22社 59名

5社 5社 10名

26社 21社 43名

44社 37社 57名

36社 36社 63名

54社 38社 70名

10社 2社 3名

4社 1社 2名

23社 18社 40名

29社 28社 60名

42社 34社 46名

社会的必要性別 115社 95社 178名

※採用想定人数・合計　　「5～9名」＝5名、「10名以上」＝10名を代用し合計値を算出

新卒採用

予定数別

宮崎県

熊本県

佐賀県

従業員数別

情報通信業

5,000名以上

1,000～5,000名未満

500～1,000名未満

50 ～100名未満

必要だと思う

ある程度魅力

とても魅力

50名未満

100～500名未満

採用意向（％） 採用意向

企業数

採用

想定人数

本社

所在地別

回答

企業数

鹿児島県

全体

属性

増やす

分野は問わない

その他

理学

福岡県

採用したい

学問分野別

魅力度別

情報工学・AI・ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ

工学（機械・電気・環境・経営）

昨年度並み

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
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３．企業対象　採用ニーズ調査結果（続き）

７）企業よりのご意見

■情報分野における高度人材がとても少ない事は事実です。　

■販路拡大（地元企業）の支援におけるＳＮＳマーケティング等も含めてシステム工学で

　企業支援の方法を推進できるよう御学校と様々な「支援づくり」を構築していきたい。

■これからますますの情報化社会への加速の勢いが止まらない日本社会に於きまして、貴大学の

　取り組みは素晴らしいことと思いました。私ども企業側にとりましても採用させて頂きたい人材

　と思えますので貴専攻修了の学生さんへの需要は高いと存じます。弊社におきましても貴大学院

　を修了された卒業生の皆さんには企業戦力の一翼を担う存在としてご活躍頂いております。

■AI等、最先端の技術に関しては都市圏に比べ地方は大きく遅れているのが現状だと思います。

　貴院の学生の皆さんには、専門の知識と技術を身につけていただき地元地域にITを根付かせ、

　さらに発展させていただけるような人材の育成を期待しております。

■情報や電子系人財が更に増える事は、喜ばしく思います。

■AI・データサイエンスをはじめとする実践的な教育は、就職後も非常に活かせると思います。

■非常にレベルが高く魅力を感じる学びであるため、何名でも採用したいという考えです。

■建設業界では業務量削減のためDX化が進められており、情報系学生を求めています。

■今後企業はデータサイエンスの分野で、ビッグデータからAIを用いて如何に簡単に必要な情報を

　取り出し、活用できるかで業績も変わってくると思います。データサイエンティスト、AIを作る

　（AIの中身を作れる）人の養成をお願いします。

■AIやデータサイエンスといった技術が、幅広く様々な分野の技術革新への大きな鍵のひとつだと

　感じています。貴取り組みに大いに期待しております。

■より専門的な知識を多く学ばれるのは企業としても役立つ事になります。
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【資料 22】株式会社リベルタス・コンサルティング 「大学院における教育改

革の実態把握・分析等に関する調査研究」調査報告書（P96） 

 

  
 

 

 

 
 

◆株式会社リベルタス・コンサルティング 令和４年２月「大学院における教育改革の実態把握・分析等に 

関する調査研究 調査報告書（P96） 

 https://www.mext.go.jp/content/20220411-mxt_daigakuc03-000021818_01.pdf 

 

 

https://www.mext.go.jp/content/20220411-mxt_daigakuc03-000021818_01.pdf
　https:/www3.boj.or.jp/fukuoka/topics/topics202303.pdf
　https:/www3.boj.or.jp/fukuoka/topics/topics202303.pdf


フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

- 学長
日野
ヒ ノ

　伸一
シンイチ

＜令和6年4月＞

72 工学博士 1,131
久留米工業大学学長

（令和6年4月～令和12年3月）

現　職
（就任年月）

別記様式第３号（その１）

（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

教 員 名 簿

学 長 又 は 校 長 の 氏 名 等

調書
番号

役職名 年齢
保有
学位等

月額基本給
（千円）

教員名簿　-　1　- 


	①基本計画書
	基本計画書
	補足資料（組織の移行表）

	②校地校舎等の図面
	1. 都道府県内における位置関係に関する図面
	2. 最寄り駅からの距離や交通機関が分かる図面
	3. 校舎、運動場等の配置図

	③学則
	学則
	変更事項を記載した書類
	変更部分の新旧対照表

	④大学の設置等の趣旨等を記載した書類
	目次
	ア　学則変更（収容定員変更）の内容
	イ　学則変更（収容定員変更）の必要性
	ウ　学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容

	⑤学士の確保の見通し等を記載した書類
	2404_07_学生確保（本文）【久留米工業大学大学院工学研究科】.pdf
	（1）新設組織の概要
	①新設組織の概要
	②新設組織の特色

	（2）人材需要の社会的な動向等
	①新設組織で養成する人材の全国的、地域的、社会的動向の分析
	②中長期的な18歳人口等入学対象人口の全国的、地域的動向の分析
	③新設組織の主な学生募集地域
	④既設組織の定員充足の状況

	（3）学生確保の見通し
	①学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果
	ア　既設組織における取組とその目標
	イ　新設組織における取組とその目標
	ウ　当該取組の実績の分析結果に基づく、新設組織での入学者見込み数

	②競合校の状況分析
	ア　競合校の選定理由と新設組織との比較分析、優位性
	イ　競合校の入学志願動向等
	ウ　新設組織において定員を充足できる根拠等
	エ　学生納付金等の金額設定の理由

	③先行事例分析
	④学生確保に関するアンケート調査
	⑤人材需要に関するアンケート調査等

	（4）新設組織の定員設定の理由

	資料目次
	資料1（野村総研　最終報告書抜粋）
	資料2（「AI戦略2022」　抜粋）
	資料3（大学・高専機能強化支援事業の選定結果）
	資料4（「AI活用演習選抜クラス」PBLテーマ一覧）
	資料5（情報分野の技術相談件数）
	資料6（日銀福岡支店　九州における半導体関連産業の動向およびDIGITAL朝日新聞記事）
	資料7（私学共済　私立大学・短期大学等入学志願動向抜粋）
	資料8（文科省　学校基本調査卒業後の状況-都道府県別状況別卒業者数抜粋）
	資料9（文科省　学校基本調査卒業後の状況-学年別生徒数抜粋）
	資料10（文科省　学校基本調査卒業後の状況-大学・短大への進学者抜粋）
	資料11（リクルート　入試実態調査2022抜粋）
	資料12（総務省統計局　人口推計抜粋）
	資料13（文科省　学校基本調査　出身校の所在地県別入学者数抜粋）
	資料14（本大学院電子情報システム工学専攻の入学・収容定員の充足状況）
	資料15（本大学院電子情報システム工学専攻の大学院進学率）
	資料16（文科省　学校基本調査卒業後の状況-関係学科別進学者抜粋）
	資料17（競合校の設定および比較）
	資料18（競合校の収容定員充足率）
	資料19（競合校の学生納付金額）
	資料20（収容定員増に関する進学ニーズ調査（学部生・社会人）
	資料21（収容定員増に関する採用ニーズ調査（企業対象））
	資料22（リベルタス・コンサルティング　調査報告書）


	⑥教員名簿



